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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 45,198 47,184 52,521 65,779 67,169

経常利益 (百万円) 45 963 2,167 4,239 3,666

当期純利益又は当期純損

失（△）
(百万円) △2,201 1,309 2,011 2,661 2,396

包括利益 (百万円) △2,338 1,410 2,307 2,970 2,976

純資産額 (百万円) 10,544 11,828 15,037 23,372 26,140

総資産額 (百万円) 38,303 38,988 44,259 56,390 59,988

１株当たり純資産額 (円) 413.38 462.35 514.91 642.78 713.34

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

(円) △84.81 51.54 75.74 86.80 69.41

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 27.4 30.1 33.8 39.4 41.1

自己資本利益率 (％) △18.6 11.8 15.1 14.3 10.2

株価収益率 (倍) － 7.1 8.0 9.7 9.9

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 558 1,618 2,963 4,511 4,249

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △565 △579 △712 △1,445 △3,140

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △921 △602 △1,854 2,025 △2,016

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 5,630 6,067 6,463 11,564 10,741

従業員数
(人)

740 741 745 1,545 1,579

(外、平均臨時雇用者数)    (267) (286)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第７期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４．第６期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

５．第６期、第７期及び第８期の平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省

略しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 43,725 45,909 51,359 64,166 61,325

経常利益 (百万円) 438 770 1,909 3,856 3,331

当期純利益又は当期純損

失（△）
(百万円) △3,548 1,138 1,783 2,394 2,264

資本金 (百万円) 2,815 2,815 3,370 5,470 5,470

発行済株式総数 (千株) 26,151 26,151 29,751 34,534 34,534

純資産額 (百万円) 11,241 12,315 15,216 22,214 24,321

総資産額 (百万円) 35,335 39,206 44,210 51,947 52,908

１株当たり純資産額 (円) 442.27 484.51 524.37 643.28 704.27

１株当たり配当額

(円)

5.0 8.0 10.0 12.0 12.0

（うち１株当たり中間配

当額）
(－) (－) (－) (5.0) (6.0)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

(円) △136.68 44.81 67.17 78.07 65.58

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 31.8 31.4 34.4 42.8 46.0

自己資本利益率 (％) △26.8 9.7 13.0 12.8 9.7

株価収益率 (倍) － 8.1 9.0 10.7 10.4

配当性向 (％) － 17.9 14.9 14.3 18.3

従業員数 (人) 479 651 654 688 695

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第８期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部指定記念配当２円を含んでおります。

３．第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第７期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

５．第６期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

６．平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成17年４月 株式会社ジオトップ及び大同コンクリート工業株式会社が共同で株式移転により当社を設立、普通株式

を大阪証券取引所市場第二部に上場

平成17年７月 東洋高圧株式会社及び南国殖産株式会社との共同出資により、ＪＰプロダクツ鹿児島株式会社を設立

平成17年10月 株式交換によりヨーコン株式会社を完全子会社化

平成18年２月 株式会社トーヨーアサノとコンクリートパイル事業に関する業務提携を締結

平成18年３月 全株式取得により株式会社千葉興産（ジャパンパイル基礎株式会社）を完全子会社化

平成18年４月 株式会社ジオトップ、大同コンクリート工業株式会社並びにヨーコン株式会社が共同新設分割により

ジャパンパイル製造株式会社を設立、製品製造事業を承継させる

平成18年５月 日本コンクリート工業株式会社との共同開発による「Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法」に対して国土交通大

臣より認定を取得

平成19年２月 水谷建設工業株式会社とコンクリートパイル事業に関する業務提携を締結

平成19年４月 100％子会社の株式会社ジオトップ、大同コンクリート工業株式会社並びにヨーコン株式会社を吸収合

併

平成19年４月 富士コン株式会社との共同出資により、ジャパンパイル富士コン株式会社を設立

平成20年２月 全株式取得により基礎工業株式会社を完全子会社化

平成20年７月 丸五基礎工業株式会社と場所打ち杭及び鋼管杭事業に関する業務協力協定を締結

平成20年８月 本社を現住所に移転

平成21年２月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成22年２月 「ＢＡＳＩＣ工法」に対して国土交通大臣より認定を取得

平成22年２月 株式会社ホッコンとの共同出資により、ホッコンＪＰ株式会社を設立

平成22年５月 大阪証券取引所市場第二部における上場を廃止

平成22年７月 Phan Vu Investment Corporation（ベトナム）に対して出資し資本提携

平成23年４月 100％子会社のジャパンパイル製造株式会社を吸収合併

平成23年12月 Phan Vu Investment Corporationに対する出資比率を引き上げ、持分法適用関連会社化

平成24年９月 Phan Vu Investment Corporationとの共同出資により、Phan Vu Quang Binh Concrete Company

Limited（ベトナム）を設立

平成24年12月 東京証券取引所市場第一部に指定

平成25年10月 基礎工業株式会社がジャパンパイル基礎株式会社を吸収合併し、ジャパンパイル基礎工業株式会社に社

名変更

平成25年12月 Phan Vu Investment Corporationに対する出資比率を引き上げ、子会社化

平成26年10月 Vinaconex-Phan Vu Concrete Joint Stock Company（Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock

Company）（ベトナム）を子会社化

平成27年３月 持株会社体制への移行に先立ち、ジャパンパイル分割準備株式会社を設立

平成27年３月 Phuong Nam Centrifugal Concrete Joint Stock Company（Phan Vu Long An Spun Piles Company

Limited）（ベトナム）を子会社化

 

EDINET提出書類

ジャパンパイル株式会社(E01222)

有価証券報告書

 4/88



３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関連会社）は当社（ジャパンパイル株式会社）、子会社17社及び関連会社２社により

構成されており、基礎工事関連事業を営んでおります。当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る

位置付けは次のとおりであります。

(1）コンクリート杭

　当社がゼネコンや商社及び代理店等から基礎工事を請け負って製造・施工・販売するほか、国内では子会社のＪ

Ｐプロダクツ鹿児島㈱が製造、ジャパンパイル基礎工業㈱が施工、ジャパンパイル富士コン㈱が施工・販売を行っ

ております。上記に付随してジャパンパイルロジスティクス㈱は、当社及びＪＰプロダクツ鹿児島㈱に対してコン

クリート杭の原材料の販売を行っております。また、当社は同業他社との間でＯＥＭ製品を委託または受託し、仕

入または販売を行うことがあります。海外では、ベトナムにおいてPhan Vu Investment Corporationが施主等から

基礎工事を請け負い、製造子会社７社に対して原材料の販売を行う一方でコンクリート杭を仕入れて施工・販売す

るほか、子会社１社が施工を行っております。

(2）鋼管杭

　当社がメーカーから商社経由で鋼管杭を仕入れて施工・販売するほか、ジャパンパイル基礎工業㈱が施工を行っ

ております。

(3）場所打ち杭

　当社が主としてゼネコン等から材料の支給を受け、場所打ち杭を施工・販売しております。

 

　以上の概要を事業系統図によって示すと、次のとおりとなります。
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（注）　無印：連結子会社

　※：関連会社で持分法適用会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容

（連結子会社）  百万円    

ＪＰプロダクツ鹿児島

株式会社
鹿児島県霧島市 200

コンクリートパイ

ルの製造
65.0

コンクリートパイルの

製造委託

役員の兼任あり。

ジャパンパイルロジス

ティクス株式会社
東京都中央区 20

原材料の仕入・販

売
100.0 役員の兼任あり。

ジャパンパイル基礎工

業株式会社
東京都中央区 100 杭工事の施工 100.0

当社認定工法の施工

役員の兼任あり。

ジャパンパイル富士コ

ン株式会社
富山県高岡市 30

コンクリートパイ

ルの施工・販売
70.0 役員の兼任あり。

ジャパンパイル分割準

備株式会社
東京都中央区 20 － 100.0 役員の兼任あり。

  
百万

ベトナムドン
   

Phan Vu Investment
Corporation（注）２

ベトナム

ホーチミン市
289,998

コンクリートパイ

ルの施工・販売
52.4 役員の兼任あり。

Phan Vu Hai Duong
Concrete Joint Stock
Company（注）２

ベトナム

ハイジュン省
272,567

コンクリートパイ

ルの製造

98.9

(51.0)
役員の兼任あり。

Phan Vu - Dong Nai
Production Limited
（注）２

ベトナム

ドンナイ省
103,800

コンクリートパイ

ルの製造

100.0

(100.0)
役員の兼任あり。

Phan Vu Quang Binh
Concrete Company
Limited

ベトナム

クアンビン省
70,000

コンクリートパイ

ルの製造

100.0

(51.0)
役員の兼任あり。

Phan Vu Production
and Construction One
Member Co., Ltd.

ベトナム

ビンズオン省
41,586

コンクリートパイ

ルの製造

100.0

(100.0)
役員の兼任あり。

Phan Vu Long An Spun
Piles Company
Limited

ベトナム

ロンアン省
36,000

コンクリートパイ

ルの製造

100.0

(100.0)
役員の兼任あり。

Phan Vu Investment
General Services
Joint Stock Company

ベトナム

クアンガイ省
26,700

コンクリートパイ

ルの製造

96.2

(96.2)
役員の兼任あり。

Phan Vu Can Tho
Concrete Joint Stock
Company

ベトナム

カントー市
17,809

コンクリートパイ

ルの製造

98.0

(98.0)
役員の兼任あり。

Viet Mechanical
Construction Joint
Stock Company

ベトナム

ハウザン省
23,246 杭工事の施工

95.6

(95.6)
役員の兼任あり。

その他２社
 

 
    

　（注）１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

２．特定子会社に該当しております。

３．連結子会社のほか、持分法適用関連会社が２社ありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

基礎工事関連事業 1,579 (286)

合計 1,579 (286)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、年間

の平均人員を（ ）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

695 44.0 13.5 5,938

 

セグメントの名称 従業員数（人）

基礎工事関連事業 695  

合計 695  

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．平均勤続年数は、合併前各社での勤続年数を通算しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税増税による個人消費の低迷が続きましたが、原油価格の下落や円

安の進行を背景に企業業績が改善し、年度後半に入り輸出も増加傾向に転じるなど、緩やかな景気の回復基調とな

りました。

　当社グループが主として属するコンクリートパイル業界は、官需が前年度に引き続き堅調に推移したものの、民

需は建設資材高騰等の影響から低迷が続き、全体の出荷量は前年度対比減少となりました。

　このような事業環境のもと、当社グループは当年度より新たに５か年計画をスタートさせ、５年後の飛躍的な事

業拡大を目指し基礎体力作りに注力してまいりました。総合基礎建設業の根幹となる施工部門におきましては、引

き続き施工能力の向上を図るため、施工マニュアルのレベルアップを図り、施工監理技術者への実践的な教育研

修、社内資格制度の推進など人材育成に努める一方、最新の施工機械・機材の導入も進めてまいりました。生産部

門におきましては、福岡新工場の建設に着手するほか、既存工場の生産能力の増強を進めつつ大径化・高強度化の

需要への対応に取り組んでまいりました。設計・営業部門におきましては、最適な設計提案を基とする地道な営業

活動を継続する一方、大手ゼネコンに対しコンクリートパイルのみならず鋼管杭、場所打ち杭も含めた全ての杭基

礎分野における総合的な設計提案を積極的に推し進めてまいりました。

　海外におきましては、平成25年12月に子会社化したベトナムのPhan Vu Investment Corporation（以下、「ＰＶ

社」という）の業績が当年度通期で連結に寄与いたしました。平成26年10月には、Phan Vu Hai Duong Concrete

Joint Stock Companyの株式を取得し、ベトナム北部においても基礎工事関連事業の本格的展開に着手いたしまし

た。また、ミャンマーのコンクリートパイル最大手のMyanmar V-Pile Co., Ltd.とＰＶ社並びに当社の三社で合弁

会社VJP Co., Ltd.を設立する契約を締結、ミャンマー国内でのコンクリートパイルの製造販売に着手するなど、

アセアン地域での基礎工事関連事業を本格化させました。

　売上高につきましては、当連結会計年度のコンクリートパイル部門は、コンクリートパイル業界全体の需要が減

少する中で、大型物件の受注が堅調に推移したこととＰＶ社が通期で連結に寄与したことにより、前年度比2.8％

の増加になりました。鋼管杭部門は、土木物件の増加により前年度比23.5％と大幅増加になりました。場所打ち杭

部門は、マンション等の消費税駆込み需要の反動の影響で前年度比11.9％の減少になりました。

　以上の結果、当連結会計年度の実績は、売上高671億69百万円（前年度比2.1％増）となりました。一方、利益面

につきましては、海外事業、鋼管杭部門が堅調に推移したものの、当社グループが主力とするコンクリートパイル

の国内需要が減少し、製造量が低下したことから、営業利益35億73百万円（同9.9％減）、経常利益36億66百万円

（同13.5％減）、当期純利益23億96百万円（同9.9％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益34億15百万円に減価償却費15億14百万円などの非資金項目を加算し、

営業活動に係る債権・債務及び税金等の加減算を行った結果、営業活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年

度に比べ２億61百万円減少し、42億49百万円の収入となりました。

　投資活動において使用した資金は、コンクリートパイル製造用設備や施工機材などの有形固定資産の取得、ベト

ナムにおいてコンクリートパイル製造会社の子会社化に伴う支出などによって前連結会計年度に比べ16億95百万円

増加し、31億40百万円となりました。

　財務活動において使用した資金は、長期借入金及びリース債務の返済や配当金の支払いによって、20億16百万円

（前年同期は20億25百万円の収入）となりました。

　上記の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ８億22百万円減少し、

107億41百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは基礎工事関連事業の単一セグメントであるため、品目区分ごとの生産、受注及び販売の状況を記載

しております。

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績は、次のとおりであります。

区分 生産高（百万円） 前年同期比（％）

基礎工事関連事業   

コンクリート杭 18,562 112.5

合計 18,562 112.5

　（注）１．金額は、製造原価によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況は、次のとおりであります。

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

基礎工事関連事業     

コンクリート杭 55,741 108.8 16,419 119.1

鋼管杭 6,524 140.8 2,064 188.3

場所打杭 7,858 82.0 1,855 79.1

合計 70,124 107.1 20,338 118.1

　（注）１．受注金額には、工事代金が含まれております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。

区分 販売高（百万円） 前年同期比（％）

基礎工事関連事業   

コンクリート杭 53,265 102.8

鋼管杭 5,556 123.5

場所打杭 8,347 88.1

合計 67,169 102.1

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありませんので、記載を省略

しております。
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３【対処すべき課題】

　当社グループはこれまで、施工マニュアルのレベルアップを図り、総合的な品質管理能力を有した施工監理技術者

を育成することで、総合基礎建設業としての品質向上を推進してまいりました。今後、これらをより進化させるとと

もに、施工能力、生産能力の一層の向上を図り、業容の拡大を目指してまいります。更に、長期成長戦略として、国

内では杭基礎事業に隣接する新たな事業分野への進出を検討するとともに、海外ではベトナムでの基礎工事関連事業

を本格化させ、更にミャンマー等の周辺の東南アジア諸国でも事業化を検討してまいります。

　また、当社グループは社会インフラの整備という重要な役割の一端を担っております。東日本大震災の復興地域に

加え、オリンピック・パラリンピック関連事業に対しましても、これまでの当社グループの実績と信頼を最大限活か

し、総力を挙げて社会貢献してまいる所存であります。

 

４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生を未然に防ぎ、万が一発生した場合でも

適切に対処するよう努める方針であります。なお、以下の記載の文中にある将来に関する事項は、当連結会計年度末

日現在において当社が判断したものであり、当社グループの投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませ

ん。

(1）当社グループの再編等について

　当社グループは、平成22年２月に㈱ホッコンと北海道地区における大径コンクリートパイルの需要に対応するた

めにホッコンＪＰ㈱を設立、平成22年７月にはベトナム最大のコンクリートパイル製造・施工会社であるPhan Vu

Investment Corporationと資本提携及び業務提携を締結、持分法適用関連会社化を経て平成25年12月には子会社化

するなど、当社グループの競争力を強化するため、同業他社との提携や同業他社への資本参加等を積極的に推進し

ております。当社は、今後も引き続き、こうしたグループ拡大策を検討・取組んでいく方針ですが、当社が期待す

る効果が実現する保証はありません。

(2）製品・工法開発について

　当社グループは、他社との差別化を図り付加価値を高めるため、永年にわたり技術やノウハウを蓄積してまいり

ました。また、総合基礎建設業として地域・環境面への社会に貢献するという企業行動基準から、優秀な技術者の

育成や杭材及び杭施工法の開発に力を注いでまいりました。これらの製品や施工法の開発及び公的な評定取得や国

土交通省の認定取得には多くの時間とコストが必要とされますが、これらの投資が常に迅速に回収される保証はあ

りません。

　また、当社グループは製品・工法開発にあたり知的財産（商標権、特許権、意匠権等）の調査を行い、他者の権

利に抵触する製品・工法開発を避ける努力をしております。しかしながら他者が知的財産の申請を行ってから公表

されるまでに一定の時間を要することや、権利が確定するまでに時間がかかることがあり、当社グループが開発し

製造・販売した製品や工法が他者の知的財産に抵触する可能性を排除することができません。その場合、他者から

営業権や知的財産権の侵害と損害賠償請求されることも想定され、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(3）業界の寡占状況について

　当社グループが属するコンクリートパイル業界において、他社との差別化を図るためには、上記で述べたように

優秀な技術者の育成のみならず、製品及び施工法の開発や認定工法を取得することが重要性を増しているものと認

識しております。このため、これら多額の開発費負担を抑えるため、認定工法の供与やコンクリート杭の相互供給

などがより一層積極的に行われるものと考えられると同時に、これらの費用負担が可能な大手企業による再編と寡

占化が進みつつあります。当社グループは、業界大手企業として、業界再編と寡占化の状況に対して必要な施策を

とり主導的な役割を果たしていく方針でありますが、当該方針が実現する保証はありません。また、寡占化の進展

に伴い、当社グループが想定する以上の価格競争が激化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(4）原材料等の市況変動の影響について

　当社グループは、プレストレスト高強度コンクリートパイルの製造・施工を主力業務としております。その原材

料にはセメント、ＰＣ鋼棒等を使用しており、仕入先からの価格引き上げ要請により変動し、コストが上昇するこ

ともあります。当社グループといたしましては、随時市況価格を注視しながら価格交渉を行い仕入価格を抑制しつ

つ、原価上昇分を販売先へ転嫁する努力を行っておりますが、価格動向によっては製造原価及び工事原価高により

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）市場環境について

　当社グループが扱うコンクリートパイルの製造・施工業務は、建築物の基礎工事に関連する事業であり、当然な

がら建設投資の多寡が受注に影響します。当社グループは、同業他社と比較して相対的に公共投資関連事業への依

存度は低いものと認識しておりますが、民間投資も含めた住宅投資や設備投資等の動向によっては受注が減少し、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6）法的規制について

　当社グループの主たる事業は建設業に属しており、建設業法第３条第１項及び第２項により法的規制を受け、

「建築基準法」に準拠するように求められております。当社グループは建設基礎杭の販売・施工にあたり、以下の

とおり許認可及び登録をしております。

　当社グループは、これらの許認可等を受けるための諸条件及び関係法令の遵守に努めており、現状において当該

許認可等が取り消しとなる事由は発生しておりません。しかし、法令違反等によりその許認可等が取り消された場

合には、当社グループの運営に支障をきたし、財政状態及び経営成績等に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　また、平成19年６月に実施された建築確認制度の変更のように、これらの規制の改廃や新たな法的制度が設けら

れる場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

許認可等の名称 有効期限 取消事由等

建設業許可

（特定建設業許可）

土木工事業

（大臣許可第21607号）

平成28年３月 建設業法第29条・第29条の２・第29

条の４、第28条３項及び５項

 とび・土工工事業

（大臣許可第21607号）

平成28年３月

 

(7）施工物件の瑕疵について

　当社グループは、日本全国に及んで基礎工事を行っており、工事の際には十分な地盤調査、基礎設計、施工方法

等の事前検討を行っておりますが、地盤は様々な土質で構成され、また予期せぬ障害物が現われることもあり、予

見できない瑕疵によって施工品質の悪化や施工期間の延長が生じる可能性があります。瑕疵に伴う損害賠償請求等

が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(8）労災事故災害について

　当社グループは、全国で年間数千件もの基礎工事を行っており、その作業現場は重機に囲まれた屋外作業が中心

となっているため、他の産業に比べ重大な労災事故が発生する危険性が高いものと認識しております。当社グルー

プとしては、現場の安全教育の徹底や定期的なパトロールの実施等により事故の発生防止に全力を挙げておりま

す。また、事故が発生した場合の金銭的な損失に備え、各種損害保険に加入しておりますが、仮に死亡事故等の重

大災害が発生した場合は、人的損失はもちろんのこと、それに伴う社会的信用の失墜、補償等を含む災害対策費

用、工期の遅れによる収益の悪化等、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(9）カントリーリスクについて

　当社グループは、東南アジア地域において関係会社を通じて基礎工事関連事業を展開しておりますが、関係会社

が所在している国における政治・経済状況の変化、法律・税制の改正、外国通貨レートの変動の影響などによっ

て、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発活動は、当社技術部門が中心になって、施工部門、基礎設計スタッフ及び生産部門などか

ら構成されるプロジェクトチームによって行われています。当連結会計年度には下記のテーマを中心に活動を行いま

した。

 

(1）杭製品技術分野

　更新時期を迎えた各種杭材の評定更新、ＪＩＳ対象工場の更新認証を実施しました。また、新規杭材に関する評

定申請取得や評定申請に向けた各種試験を行いました。

 

(2）施工技術分野

　当連結会計年度は耐震性能と調達性・経済性が高いＥＲ ＰｉｌｅⅡ場所打ち鋼管コンクリート杭を開発し、

（一財）日本建築センターでの評定を取得いたしました。

 

(3）基礎的研究分野

　基礎杭に関する研究開発として、杭と構造物の接合部に関する問題や支持力機構あるいは地中熱利用などについ

て、大学、学会、他社、協会などと共同研究や委員会活動を行いました。当連結会計年度の成果については論文に

まとめ、（公社）地盤工学会、（一社）日本建築学会などで発表しました。また、ベトナム、ミャンマーでワーク

ショップ、技術セミナーを開催し、当社施工技術の発表や技術交流を行いました。

 

(4）設計技術・品質管理技術分野

　（一社）基礎構造研究会の建築基礎設計士資格試験に58名が受験し、基礎設計能力の向上に努めました。また、

低固定度杭頭接合工法（Ｆ.Ｔ.Ｐｉｌｅ構法）、高支持力杭対応杭頭接合工法（拡頭リング工法）の普及に取り組

み、多数の実プロジェクトの設計に活用しました。

 

(5）その他

　各種の技術資料の作成、営業部門の支援活動などの業務を行いました。また、特許担当は、特許の出願や調査な

ど特許関係全般の業務のほか、既存特許の管理に取り組みました。当連結会計年度の特許出願数は13件となってい

ます。「ＴＰＪ（トリプルプレートジョイント）」と「ＰＪ（ペアリングジョイント）」の２種類がある無溶接継

手の研究会活動に参加しました。さらに、（一社）日本建築構造技術者協会や（一社）コンクリートパイル建設技

術協会、（一社）日本基礎建設協会など、職能団体や業界団体の委員会活動にも積極的に参加しました。

 

　当連結会計年度の研究開発費の総額は、２億62百万円であります。

　なお、当社グループは基礎工事関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている企業会計の基準に準拠して作成

しております。その作成には、重要な会計方針の選択・適用、資産及び収益・費用の報告及び開示に影響を与える

見積り承認に関しては定期的に開催する取締役会において、通常のものは権限規定に基づき稟議手続きによって随

時行っております。

　会社は、これらの見積りについて、過去の実績等を踏まえて合理的に判断をしておりますが、実際の結果につい

ては、見積り特有の不確実性が生じるため、これらの見積りと異なる場合があります。

(2）連結貸借対照表

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産は前連結会計年度末に比べ６億34百万円減少し、388億４百万円となりま

した。主な要因は、未成工事支出金などのたな卸資産が10億76百万円増加しましたが、現金及び預金が７億94百

万円、受取手形及び売掛金が６億57百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

 

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産は前連結会計年度末に比べ42億32百万円増加し、211億83百万円となりま

した。主な要因は、福岡新工場の稼働に向けた設備投資や、Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company

及びPhan Vu Long An Spun Piles Company Limitedの子会社化により有形固定資産が40億49百万円増加したこと

などによるものであります。

 

（負債）

　当連結会計年度末における負債は前連結会計年度末に比べ８億30百万円増加し、338億48百万円となりまし

た。主な要因は、借入金及びリース債務が返済などにより７億37百万円減少しましたが、支払手形及び買掛金が

12億93百万円増加したことなどによるものであります。

 

（純資産）

　純資産については、当期純利益計上による増加23億96百万円、配当金の支払いによる減少４億48百万円、その

他の包括利益累計額の増加４億72百万円、少数株主持分の増加３億31百万円などの結果、前連結会計年度末に比

べ27億67百万円増加し261億40百万円となりました。

 

(3）連結キャッシュ・フロー計算書

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は107億41百万円となり、前連結会計年

度末より８億22百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動において得られた資金は、前年同期比２億61百万円減少し42億49百万円とな

りました。この要因は、税金等調整前当期純利益の計上34億15百万円、減価償却費の計上15億14百万円などによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動において使用した資金は、前年同期比16億95百万円増加し31億40百万円とな

りました。この要因は、土地使用権の売却による収入７億78百万円の一方で、福岡新工場建設を中心とするコン

クリートパイル製造用設備、施工機材などの有形固定資産の取得による支出29億18百万円のほか、ベトナムにお

いて子会社株式を取得したことによる支出５億６百万円があったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動において使用した資金は20億16百万円（前年同期は20億25百万円の収入）と

なりました。この要因は、短期借入金は４億45百万円増加しましたが、長期借入金の返済によって16億95百万

円、リース債務の返済よって５億72百万円、配当金の支払いによって４億56百万円それぞれ減少したことなどに

よるものであります。
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(4）連結損益計算書

（営業損益）

　当社グループが属する建設業界は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響に加え、建設資材の値

上がりによって当社が主要なマーケットとする民需が低迷するなか、当連結会計年度の売上高は671億69百万円

（前年同期比2.1％増）、売上原価は565億55百万円（同2.8％増）、売上総利益は106億13百万円（同1.4％減）

となりました。主力のコンクリート杭は、コンクリートパイル業界全体の需要が減少する中で、大型物件の受注

が堅調であったこと、平成25年12月に子会社化したＰＶ社の業績が年度を通して寄与したことにより、売上高は

前連結会計年度に比べ14億63百万円増加し532億65百万円（同2.8％増）となりました。また、鋼管杭は官需を主

とする土木物件の増加により、売上高は前連結会計年度に比べ10億58百万円増加し55億56百万円（同23.5％

増）、場所打杭はマンション等の駆け込み需要の反動による個人消費の減少により、売上高は前連結会計年度に

比べ11億32百万円減少し83億47百万円（同11.9％減）となりました。利益面では、当社グループが主力とするコ

ンクリート杭の国内需要が減少したことに比例し製造量が低下したことから、売上総利益率は0.6ポイント低下

しました。

　販売費及び一般管理費につきましては、ＰＶ社の費用が年度を通して計上されたこと、費目別には研究開発費

が63百万円増加したものの大きな増減はなく、前連結会計年度に比べ２億36百万円増加し、70億40百万円（同

3.5％増）となりました。

　これらにより、営業利益は前連結会計年度に比べ３億91百万円減少し、35億73百万円となりました。

 

（経常損益）

　受取利息並びに支払利息につきましては、相対的に利率の高いベトナムにあるＰＶ社が年度を通して計上さた

ことを主因としてそれぞれ増加しました。

　これらにより、経常利益は前連結会計年度に比べ５億73百万円減少し、36億66百万円となりました。

 

（特別損益）

　特別損失は、土地使用権の売却に伴い固定資産を整理したことなどにより、固定資産除却損２億23百万円を計

上しました。また、Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Companyを子会社化する過程において、段階取得

に係る差損49百万円を計上しました。

　以上により、当期純利益は前連結会計年度に比べ２億64百万円減少し、23億96百万円となりました。

 

(5）次期の見通し

　次期の見通しにつきましては、好調な企業業績や円安を背景に、引き続き緩やかな景気の回復基調が続くと期待

されますが、個人消費の回復に力強さが欠けること、欧州や中国等海外での景気下振れリスクがあることなど、楽

観視はできない状況にあります。

　当社グループが主として属するコンクリートパイル業界におきましては、民需の回復が期待されるものの、建設

業界全体における建設資材価格の高止まり、建設機械や人材の不足等による着工遅延などが懸念され、次年度の出

荷量は微増と予測されます。

　このような環境の下、当社グループは５か年計画の２年目として、引き続き、施工部門におきましては、品質の

更なる向上を目指し、人材育成と機械設備の拡充を図ってまいります。生産部門におきましては、現在建設中の福

岡新工場が次年度後半より稼働開始する予定で、生産力の一層の向上と大径化・高強度化のニーズに取り組んでま

いります。海外事業におきましては、ＰＶ社を通じたベトナムでの基礎関連事業をベトナム北部も含めて全面展開

してまいりますとともに、ミャンマーでの合弁事業に注力してまいります。

　また、これら国内並びに海外での積極的な事業展開を効率的かつ円滑に進めるため、当社グループは、平成27年

２月27日に公表いたしましたとおり、平成27年10月を目途に各国に事業会社を配置する持株会社体制に移行するこ

とを予定しております。グループ全体の経営方針を持株会社において意思決定するとともに、各事業会社がそれぞ

れの国・地域において迅速かつ効率的な事業運営を行える体制を構築することで、当社グループの一層の企業価値

向上を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、当社グループが実施した設備投資の総額は34億80百万円となり、主な内訳は福岡新工場

建設を中心とするコンクリートパイル製造用設備及び型枠、杭打機及び付属設備などであります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。また、当社グループは基礎工事関連事業

の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当連結会計年度末における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成27年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

土地
（百万円）
(面積千㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(東京都中央区)

基礎工事関連
事業

その他の設備 61 0
267

(64)
6 30 366 75

施工部門

(東京都中央区)

(千葉県八街市他)

基礎工事関連
事業

施工機材

その他の設備
3 139

52

(3)
960 487 1,644 17

東京支店

他６支店

基礎工事関連
事業

その他の設備 24 4
－

(－)
23 15 68 401

茨城工場

他９工場

生産部門

基礎工事関連
事業

生産設備 2,610 1,071
3,973

(638)
574 170 8,400 202

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」であり、建設仮勘定は含まれておりません。また、金

額に消費税等は含まれておりません。

２．上記中の支店には、営業所を含めて記載しております。

３．上記のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約による賃借設備があり、詳細については「第５　経理

の状況　１．連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（リース取引関係）」をご参照ください。

(2）国内子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬

具
(百万円)

土地
（百万円）
(面積千㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ＪＰプロダクツ
鹿児島㈱

本社
(鹿児島県霧島
市)

基礎工事関連
事業

生産設備 20 63
－
(－)

2 4 91
29
(－)

ジャパンパイル
基礎工業㈱

本社
(東京都中央区)

基礎工事関連
事業

施工機材 3 19
163
(7)

14 1 202
56
(－)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」であり、建設仮勘定は含まれておりません。また、金

額に消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

３．上記のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約による賃借設備があり、詳細については「第５　経理

の状況　１．連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（リース取引関係）」をご参照ください。
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(3）在外子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬

具
(百万円)

土地
（百万円）
(面積千㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Phan Vu
Investment
Corporation

本社
(ベトナム
 ホーチミン市)

基礎工事関
連事業

その他の
設備
施工機材

42 332
－
(－)

47 0 423
135
(10)

Phan Vu - Dong
Nai Production
Limited

ドンナイ工場
(ベトナム
 ドンナイ省)

基礎工事関
連事業

生産設備 305 226
－
(－)

－ 0 532
210

(108)

Phan Vu Quang
Binh Concrete
Company Limited

クアンビン工場
(ベトナム
 クアンビン省）

基礎工事関
連事業

生産設備 321 302
－
(－)

－ 1 626
120
(38)

Phan Vu Hai Duong
Concrete Joint
Stock Company

ハイジュン工場
(ベトナム
 ハイジュン省)

基礎工事関
連事業

生産設備 292 182
－
(－)

－ 0 476
67
(26)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」であり、建設仮勘定は含まれておりません。また、金

額に消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。

　重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

当社福岡
新工場

福岡県
飯塚市

基礎工事
関連事業

生産設備 3,130 2,337 自己資金 平成26.２ 平成27.６
年間70千
トン増加

当社
施工部門

東京都
中央区

基礎工事
関連事業

施工機材 1,200 888 自己資金 平成25.４ 平成28.３ （注）

　（注）　完成後の増加能力に重要な影響はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,534,092 34,534,092
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 34,534,092 34,534,092 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年12月３日

（注）１
3,000,000 29,151,292 462 3,278 462 5,295

平成24年12月27日

（注）２
600,000 29,751,292 92 3,370 92 5,387

平成25年12月９日

（注）３
4,000,000 33,751,292 1,756 5,127 1,756 7,144

平成26年１月６日

（注）４
782,800 34,534,092 343 5,470 343 7,488

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　327円

発行価額　　　 308.41円

資本組入額　　154.205円

払込金総額　　925百万円

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売り出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　 308.41円

資本組入額　　154.205円

割当先　　　　ＳＭＢＣ日興証券㈱

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　921円

発行価額　　　 878.25円

資本組入額　　439.125円

払込金総額　3,513百万円
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４．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売り出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　 878.25円

資本組入額　　439.125円

割当先　　　　ＳＭＢＣ日興証券㈱

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 37 34 159 56 3 4,412 4,701 －

所有株式数

（単元）
－ 121,250 8,212 83,766 34,603 19 97,443 345,293 4,792

所有株式数の

割合（％）
－ 35.11 2.38 24.26 10.02 0.01 28.22 100 －

　（注）１．自己株式312株は、「個人その他」に3単元及び「単元未満株式の状況」に12株を含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50単元含まれております。

（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,072 8.90

太平洋セメント㈱ 東京都港区台場二丁目３番５号 2,507 7.26

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,658 4.80

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,269 3.67

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,205 3.49

ジャパンパイルグループ取引

先持株会
東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号 1,087 3.15

ＪＦＥスチール㈱ 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 1,055 3.05

BNP PARIBAS SECURITIES

SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/

FIM/LUXEMBOURG FUNDS

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

830 2.40

丸大産業㈱ 岐阜県郡上市和良町土京宇涼坂2484番地 784 2.27

ジャパンパイルグループ社員

持株会
東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号 516 1.49

計 － 13,985 40.50
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（注）１．㈱三井住友銀行から、㈱三井住友銀行、㈱関西アーバン銀行、ＳＭＢＣ日興証券㈱及び三井住友ファイナン

ス＆リース㈱を連名とする平成26年７月23日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成26年７月15日現

在で1,754千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、㈱三井住友銀行の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 株式　1,269,000 3.67

㈱関西アーバン銀行 大阪市中央区西心斎橋一丁目２番４号 株式　　113,000 0.33

ＳＭＢＣ日興証券㈱ 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 株式　　 98,900 0.29

三井住友ファイナンス＆

リース㈱
東京都港区西新橋三丁目９番４号 株式　　273,200 0.79

２．JPモルガン・アセット・マネジメント㈱から、JPモルガン・アセット・マネジメント㈱、JPモルガン証券㈱

及びジェー・ピー・モルガン・クリアリング・コーポレーション（J.P.Morgan Clearing Corp.）を連名と

する平成26年９月19日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成26年９月15日現在で1,822千株を保有

している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、JPモルガン・アセット・マネジメント㈱の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

JPモルガン・アセット・マ

ネジメント㈱
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 株式　1,747,300 5.06

JPモルガン証券㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 株式　　 16,000 0.05

ジェー・ピー・モルガン・

クリアリング・コーポレー

ション（J.P.Morgan

Clearing Corp.）

アメリカ合衆国　11245　ニューヨーク

州　ブルックリン　スリー・メトロ・テッ

ク・センター

株式　　 58,900 0.17

３．大和証券投資信託委託㈱から、大和証券投資信託委託㈱及び大和証券㈱を連名とする平成26年12月４日付の

大量保有報告書の写しの送付があり、平成26年11月28日現在で1,570千株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

なお、大和証券投資信託委託㈱の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

大和証券投資信託委託㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 株式　1,490,800 4.32

大和証券㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 株式　　 80,000 0.23

４．㈱みずほ銀行から、㈱みずほ銀行、みずほ証券㈱、みずほ信託銀行、みずほ投信投資顧問㈱及び新光投信㈱

を連名とする平成27年３月６日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成27年２月27日現在で2,164千

株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、㈱みずほ銀行の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 株式　1,205,300 3.49

みずほ証券㈱ 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 株式　　 52,900 0.15

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 株式　　400,000 1.16

みずほ投信投資顧問㈱ 東京都港区三田三丁目５番27号 株式　　209,100 0.61

新光投信㈱ 東京都中央区日本橋一丁目17番10号 株式　　297,000 0.86
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５．野村證券㈱から、野村證券㈱、NOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント㈱を連名とする平成

27年３月20日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成27年３月13日現在で1,064千株を保有している

旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

なお、野村證券㈱の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 株式　 △20,797 △0.06

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
株式　　127,000 0.37

野村アセットマネジメント

㈱
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 株式　　958,100 2.77

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　34,529,000 345,240 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,792 － －

発行済株式総数 34,534,092 － －

総株主の議決権 － 345,240 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれておりません。

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャパンパイル㈱
東京都中央区日本橋

浜町二丁目１番１号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 312 － 312 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社の利益配分につきましては、業績に応じて安定的に配当を実施していくことを基本方針としております。内部

留保資金につきましては、将来にわたる株主の利益確保のため、当社グループの今後の事業展開に有効に活用してい

く所存であります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たりにつき12円の配当（うち中間配当６円）を実施

することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は18.3％となりました。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成26年10月24日

取締役会
207 6

平成27年５月22日

取締役会
207 6
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 269 397
674

※426
1,180 1,023

最低（円） 117 160
325

※252
525 660

　（注）　最高・最低株価は、平成24年12月４日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、平成24年12月３日

以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、第８期の事業年度別最高・最低株価のう

ち、※印は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高（円） 955 896 818 802 773 708

最低（円） 751 695 735 702 692 660

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性17名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
 黒瀬　晃 昭和22年４月21日生

 
昭和46年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住友銀

行）入行

平成９年10月 同行日比谷支店長

平成12年５月 同行執行役員東京第四法人営業本

部長兼東京第五法人営業本部長

平成13年４月 ㈱ジオトップ入社

平成13年６月 同社取締役専務

平成14年５月 同社代表取締役専務

平成15年６月 同社代表取締役副社長

平成17年４月 当社代表取締役副社長

平成18年４月 ジャパンパイル製造㈱代表取締役

会長

平成19年４月 当社代表取締役社長（現任）

平成23年12月 Phan Vu Investment Corporation

取締役（現任）

平成27年３月 ジャパンパイル分割準備㈱代表取

締役社長（現任）
 

(注)３ 145

取締役

副社長

安全・業務管

理担当役員
新谷　岳史 昭和30年８月17日生

 
昭和54年４月 三菱商事㈱入社

昭和59年５月 ヨーコン㈱入社

平成７年４月 同社代表取締役社長

平成17年10月 当社取締役副社長（現任）

平成20年４月 ジャパンパイル基礎㈱代表取締役

社長

平成21年４月 ジャパンパイル製造㈱代表取締役

社長

平成23年４月 当社安全・業務管理担当役員（現

任）

平成23年６月 ＪＰプロダクツ鹿児島㈱代表取締

役社長（現任）
 

(注)３ 255

専務取締役
管理担当役員

知財管理部長
磯野　順幸 昭和25年７月26日生

 
昭和48年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住友銀

行）入行

平成７年５月 同行東京中央支店長

平成13年４月 同行新小岩法人営業部長

平成13年６月 ＳＭＢＣラーニングサポート㈱取

締役（出向）

平成16年１月 同社転籍常務取締役

平成20年３月 ニューソン㈱常務取締役

平成23年２月 当社入社

当社財務部長

平成23年７月 当社経理部長

平成24年４月 当社執行役員管理担当役員兼経理

部長

平成24年６月 当社取締役執行役員管理担当役員

兼経理部長

平成25年６月 当社常務取締役執行役員管理担当

役員兼経理部長

平成26年６月 当社専務取締役執行役員管理担当

役員

平成26年10月 当社専務取締役執行役員管理担当

役員兼知財管理部長（現任）
 

(注)３ 2

常務取締役
営業担当役員

営業企画室長
小寺　浩二 昭和28年９月12日生

 
昭和51年４月 ㈱ジオトップ入社

平成19年４月 当社執行役員関西支社長

平成21年12月 当社執行役員施工本部長

平成22年２月 ジャパンパイル基礎㈱代表取締役

社長

平成22年６月 当社取締役執行役員施工本部長

平成25年４月 当社取締役執行役員中部支社長

平成26年２月 ジャパンパイルロジスティクス㈱

代表取締役社長（現任）

平成26年６月 当社常務取締役執行役員営業担当

役員兼営業企画室長（現任）
 

(注)３ 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役
西日本営業担

当
馬場　修身 昭和29年６月９日生

 
昭和52年４月 ㈱ジオトップ入社

平成14年６月 同社取締役

平成19年４月 当社執行役員関東支社長

平成22年４月 当社執行役員九州支社長

平成22年６月 当社取締役執行役員九州支社長

平成24年４月 当社取締役執行役員西部支社長

平成26年６月 当社常務取締役執行役員西日本営

業担当（現任）
 

(注)３ 14

常務取締役
東日本営業担

当
大越　正彦 昭和30年11月30日生

 
昭和53年４月 ヨーコン㈱入社

平成18年４月 同社取締役

平成18年６月 同社常務取締役

平成19年４月 当社執行役員場所打営業本部長

平成22年４月 当社執行役員営業副本部長

平成22年６月 当社取締役執行役員営業本部副本

部長

平成23年４月 当社取締役執行役員海外事業担当

役員

平成24年４月 当社取締役執行役員関西支社長

平成26年６月 当社常務取締役執行役員東日本営

業担当（現任）
 

(注)３ 25

取締役 安全管理部長 吉村　洋 昭和29年２月22日生

 
昭和51年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住友銀

行）入行

平成13年４月 同行青葉台南支店長

平成13年12月 ㈱ジオトップ出向

平成17年３月 同社入社

平成19年４月 当社営業企画部長

平成21年４月 当社執行役員

平成23年４月 当社執行役員生産企画室長

平成23年６月 当社取締役執行役員生産企画室長

平成25年４月 当社取締役執行役員営業副担当役

員営業企画担当兼営業企画室長

平成26年４月 ジャパンパイル基礎工業㈱代表取

締役社長（現任）

平成27年３月 ジャパンパイル分割準備㈱取締役

（現任）

平成27年６月 当社取締役執行役員安全管理部長

（現任）
 

(注)３ 2

取締役
管理統括室長

人事部長
重松　徹 昭和33年11月11日生

 
昭和54年11月 ㈱ジオトップ入社

平成16年６月 同社総務部長

平成19年４月 当社人事部長

平成21年４月 当社執行役員人事部長

平成23年４月 当社執行役員管理統括室長兼人事

部長

平成25年６月 当社取締役執行役員管理統括室長

兼人事部長（現任）
 

(注)３ 4

取締役  Phan Khac Long 昭和36年11月４日生

 
昭和58年９月 622 Mechanical transport

company入社

平成３年１月 Dai Viet Phat private

enterpriseディレクター

平成８年６月 Phan Vu Investment Corporation

チェアマン兼ジェネラルディレク

ター（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役
施工担当役員

施工企画室長
井上　俊郎 昭和30年８月26日生

 
昭和55年４月 ㈱鴻池組入社

平成17年３月 ㈱ジオトップ入社

平成19年４月 当社関東支社東京支店鋼管営業部

長

平成23年４月 当社執行役員施工企画室長

平成25年４月 当社執行役員施工担当役員兼施工

企画室長

平成27年６月 当社取締役執行役員施工担当役員

兼施工企画室長（現任）
 

(注)３ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  渡邊　顯 昭和22年２月16日生

 
昭和48年４月 第一東京弁護士会弁護士登録

平成３年５月 法務省・法制審議会幹事

平成10年１月 日弁連・外部監査人運営委員会委

員長

平成15年６月 ㈱ジオトップ監査役

平成15年６月 大同コンクリート工業㈱取締役会

長

平成16年６月 大同コンクリート工業㈱監査役

平成17年４月 当社監査役

平成18年６月 当社取締役（現任）

平成18年11月 ㈱ファーストリテイリング社外監

査役（現任）

平成19年６月 前田建設工業㈱社外取締役（現

任）

平成19年６月 ㈱角川グループホールディングス

（現　㈱ＫＡＤＯＫＡＷＡ）社外

監査役

平成22年４月 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ

ループホールディングス㈱社外取

締役（現任）

平成25年３月 ダンロップスポーツ㈱社外取締役

（現任）

平成26年10月 ㈱ＫＡＤＯＫＡＷＡ・ＤＷＡＮＧ

Ｏ社外監査役（現任）
 

(注)３ 14

取締役  白賀　洋平 昭和16年７月21日生

 
昭和39年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住友銀

行）入行

昭和58年５月 同行天満橋支店長

平成元年６月 同行取締役資金為替部長

平成５年10月 同行常務取締役東京営業部長

平成６年10月 同行常務取締役

平成８年５月 同行専務取締役

平成11年６月 同行副頭取兼副頭取執行役員

平成13年４月 ㈱三井住友銀行副頭取兼副頭取執

行役員

平成14年６月 三井住友銀リース㈱（現　三井住

友ファイナンス＆リース㈱）代表

取締役社長

平成16年６月 同社取締役社長兼最高執行役員

平成18年６月 当社社外取締役（現任）

平成18年６月 三井住友銀リース㈱（現　三井住

友ファイナンス＆リース㈱）特別

顧問（現任）
 

(注)３ －

取締役  上前　修 昭和28年10月27日生

 
昭和51年４月 出光興産㈱入社

平成17年７月 出光オイルアンドガス開発㈱社長

平成19年４月 出光興産㈱執行役員兼資源部長

平成21年６月 同社取締役兼基礎化学品部長

平成22年７月 同社常務執行役員兼化学品部長

平成23年６月 同社常務取締役

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
 

(注)３ －

常任監査役

（常勤）
 中野　惠夫 昭和21年10月３日生

 
昭和45年７月 ㈱ジオトップ入社

平成11年６月 同社総務経理部長

平成16年６月 同社常任監査役

平成17年４月 当社常任監査役（常勤・現任）

平成17年６月 ㈱ジオトップ常任監査役（常勤）
 

(注)４ 13

常任監査役

（常勤）
 井原　茂満 昭和25年11月29日生

 
昭和49年４月 大同コンクリート工業㈱入社

平成15年６月 同社取締役

平成19年４月 当社執行役員九州支社長

平成21年４月 当社執行役員関東支社長

平成22年６月 当社取締役執行役員関東支社長

平成26年６月 当社常任監査役（常勤・現任）
 

(注)４ 34
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 中下　善博 昭和27年１月17日生

 
昭和49年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住友銀

行）入社

平成11年７月 朝日監査法人（現　有限責任あず

さ監査法人）出向

平成13年９月 同法人入社

平成14年４月 同法人法務室長

平成26年１月 同法人経営企画室兼法務室
 
平成26年５月 Phan Vu Investment Corporation

監査役（現任）
 
平成26年６月 当社社外監査役（常勤・現任）
 

(注)４ 0

監査役  前田　正宏 昭和32年７月15日生

 
昭和56年３月 監査法人トーマツ入社

平成３年１月 公認会計士・税理士古本正事務所

（現　税理士法人トーマツ）移籍

平成12年１月 公認会計士・税理士前田正宏事務

所開設（現任）

平成12年２月 ㈱マース・タックスコンサルティ

ング設立代表取締役（現任）

平成14年６月 ㈱ロプロ社外取締役

平成16年４月 関西学院大学ロースクール教授

（税法・会計担当）就任

平成18年７月 ㈱クリスタル（現　テクノプロ・

ホールディングス㈱の前身）社外

取締役

平成21年２月 ㈱ロプロ代表取締役

平成27年６月 当社社外監査役（現任）
 

(注)５ －

    計  535

　（注）１．取締役白賀洋平氏及び上前修氏は、社外取締役であります。

２．監査役中下善博氏及び前田正宏は、社外監査役であります。

３．平成27年６月25日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４．平成26年６月26日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５．平成27年６月25日開催の定時株主総会終結の時から４年間
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６．当社グループを取り巻く経営環境の変化や市場のニーズに迅速かつ的確に対応できる経営体制を構築し、グ

ループ全体の経営管理と業務執行をより効果的かつ円滑に行うため、執行役員制度を導入しております。な

お、平成27年６月26日現在の執行役員は、次のとおりであります。

氏名 職名

黒瀬　晃
最高執行役員（ＣＯＯ）

ジャパンパイル分割準備㈱代表取締役社長

新谷　岳史

執行役員副社長

安全・業務管理担当役員

ＪＰプロダクツ鹿児島㈱代表取締役社長

磯野　順幸
専務執行役員

管理担当役員 兼 知財管理部長

小寺　浩二

常務執行役員

営業担当役員 兼 営業企画室長

ジャパンパイルロジスティクス㈱代表取締役社長

馬場　修身
常務執行役員

西日本営業担当

大越　正彦
常務執行役員

東日本営業担当

吉村　洋
安全管理部長

ジャパンパイル基礎工業㈱代表取締役社長

重松　徹 管理統括室長 兼 人事部長

井上　俊郎 施工担当役員 兼 施工企画室長

須見　光二 施工品質担当役員

小椋　仁志 技監

後庵　満丸 設計品質担当役員 兼 中央設計部長

道券　宏之 社長室長

安部　浩三郎 財務部長

野村　哲也 生産担当役員 兼 生産企画室長

菅　一雅 技術担当役員 兼 技術企画室長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制及びリスク管理体制の概要

　当社の経営体制は、取締役は11名（本報告書提出日現在13名）、監査役４名（本報告書提出日現在も同

数）、当社取締役との兼任者８名を含む執行役員17名（本報告書提出日現在、当社取締役との兼任者９名を含

む執行役員16名）となっております。業務執行上の主要な案件については、本社取締役・企画室長等からな

り、週に一度開催される企画連絡会議において方針を検討し、各部が具体策を取りまとめます。また、四半期

に一度開催される執行役員会において、四半期ごとの成果が報告されます。なお、会社法上取締役会に諮る必

要のある重要案件については、取締役会に上程され最終的な意思決定を行っております。取締役会は、取締役

社長が議長を務め、取締役に加え監査役全員が出席し行われる体制となっております。

　そのほか、業務遂行上発生する事故・災害及び疾病を防止するため、「安全衛生環境委員会」を設置してお

ります。

　グループ運営に関わる法務全般については、顧問弁護士である「弁護士法人　淀屋橋・山上合同」に依頼し

ており、リスク管理体制を強化しております。当社グループの経営を第三者の立場からチェックしていただく

体制となっております。

 

・企業統治の体制を採用する理由

　当社グループの企業価値の向上のためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動から生じるリスク

をコントロールすることが必要であり、そのためにはコーポレート・ガバナンスの強化が不可欠であると考え

ております。当社はコーポレート・ガバナンスを企業行動の重要な基盤として位置づけ、透明で健全な企業活

動を行うことによって企業価値を最大化し、株主の立場に立った企業価値の向上を図ってまいります。
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・内部統制システムの整備の状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す

るための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

イ　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、経営の基本方針に則った「企業行動基準」を制定し、その精神をグループ全役職員に対し伝える

ことにより、法令遵守と社会倫理の遵守が企業活動の原点であることを周知徹底させる。

・当社は、法令遵守の責任者として担当役員を任命し、その指導の下で当社及び子会社の総務部門等を中心

に役職員の教育を行う。

・当社の業務管理部は、当社及び子会社の総務部門等と連携して、法令遵守及び社会倫理の遵守の状況を監

査する。これらの活動は定期的に当社の取締役及び監査役会に報告されるものとする。

・法令上疑義のある行為等について当社及び子会社の役職員が直接情報提供を行う手段として、当社の業務

管理部宛のホットラインの設置・運営を行う。

・当社の業務管理部に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを受けないと

ともに、匿名性を確保する体制とする。

 

ロ　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社の取締役の職務執行に係る情報は、当社の品質管理規定及び文書管理規定等の社内規定に従い、適切

に文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という）に記録し、保存され、廃棄される。当社の取締役及び

監査役は、必要に応じて常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

 

ハ　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・法令遵守、災害、安全、品質、情報等に係るリスク対応については、当社及び子会社の担当部門におい

て、規定の制定や教育研修の実施等を行うものとする。

・グループ全体に関わる組織横断的なリスクの監視及び対応については、業務管理部が網羅的総括的に行う

ものとする。

・新たに生じたリスクについては、当社の取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定める。

 

ニ　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社及び子会社の取締役及び職員が共有する目標を定め、この浸透を図ると共にこの目標に基づく当社及

びグループの中期経営計画、年度計画を策定する。

・当社は取締役及び企画室長等を執行役員とする執行役員制度を導入し、四半期毎に執行役員会を開催し、

計画に基づく職務の執行状況の確認を行う。

・当社の企画、管理、営業、施工、生産、技術等の各部門において担当役員は定期的に会議を招集し各部門

が実施する具体的な施策について有効性の検証を行う。

・当社及び子会社は取締役会を定期的に開催するほか、当社は執行役員会・品質管理会議・経営会議・企画

連絡会議等を開催し、職務の執行状況の報告・確認を行う。

・当社は取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、取締役に社外取締役を起用する。

 

ホ　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は関係会社管理規定、海外子会社管理規定、職務権限規定、職務分掌規定、稟議取扱い規定を定め、

グループの決裁権限の明確化を行い、業務の適正を確保する体制とする。

・当社の執行役員である取締役・企画室長等は、当社の業務管理部が実施する内部監査において、当社及び

子会社の各部門が全面的に協力するよう指示を行う。内部監査の結果、是正等の指摘がある場合には、速

やかに当該部門への改善指示を行い、改善の結果を当社の担当役員に報告する。

 

ヘ　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

・当社の監査役は、業務管理部及び管理部門所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるも

のとする。

・当社の監査役より監査業務に必要な事項に関し命令を受けた職員は、その命令に関して取締役及び業務管

理部長等の指示命令は受けないものとする。また、当該職員の独立性を確保するため、当該職員の人事権

に係る事項の決定には監査役会の事前の同意を得るものとする。
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ト　当社及び子会社の取締役及び使用人等が当社の監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に

関する体制ならびにその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社及び子会社の取締役は、次に定める事項を認知した場合には、速やかに当社監査役会に報告を行う。

　・取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項

　・その他重要な会議の決定事項

　・会社の信用や業績に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為

　・内部監査の状況及びリスク管理に関する重要な事項

　・重大な法令・定款違反

　・その他上記に準じる事項

・当社及び子会社の役職員は、会社の信用や業績に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為、重

大な法令・定款違反等の事実を認知した場合には、速やかに当社監査役に報告する。また、当該報告を

行ったことを理由として不利な取り扱いを受けないとともに、匿名性を確保する体制とする。

・当社の監査役と代表取締役との間において、定期的な意見交換会を設定する。

・当社の監査役は、当社及び子会社の業務の執行状況を把握するために、当社の執行役員会等の重要な会議

に出席するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び職員に説明を求めること

とする。

・当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

じる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行い得る体制とする。

 

・責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は

500万円と会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。また、当社と会計監査

人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、8,000万円と会社法第425条第１項に定める

最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、業務管理部２名（本報告書提出日も同数）が当社及び子会社に対して業務監査及び会計

監査、並びに金融商品取引法における「財務報告に係る内部統制報告制度」に対応した評価業務を独立・客観的

な立場から実施しております。監査は年度間の監査計画に基づき継続的に行う定期監査と、状況に応じて適宜実

施する随時監査があり、結果はその都度、当社の取締役及び監査役、並びに被監査会社の社長、取締役及び監査

役に報告しております。

　監査役（４名のうち、社外監査役２名（本報告書提出日現在も同数））監査については、取締役会をはじめと

する部門長会議等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監視できる体制となっております。また、内部監

査担当部署と連携して業務監査を実施し、その結果を取締役会及び監査役会へ報告を行っております。なお、社

外監査役と当社との間には、特筆すべき取引関係、その他の利害関係はありません。

　また、社外監査役の中下善博は、長年にわたる金融機関及び監査法人において財務面での業務経験、法務に関

する豊富な幅広い見識を有しており、同じく社外監査役の前田正宏は長年にわたる公認会計士、税理士としての

豊富な幅広い見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　会計監査については、新日本有限責任監査法人が当社並びにグループ会社全体に対して会社法及び金融商品取

引法に基づく監査を実施しております。その結果は、当社取締役及び監査役に対して報告されております。

　業務管理部、監査役及び会計監査人は、定期的な打ち合わせを含め、必要に応じ随時情報交換を行うことで相

互の連携を高めております。
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③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

　社外取締役の白賀洋平は三井住友ファイナンス＆リース㈱の特別顧問であり、同社との間にリース契約等の取

引がありますが、社外取締役個人が特別な利害関係を有するものではありません。また、社外取締役、社外監査

役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外取締役の白賀洋平及び社外監査役の中下善博は、当社の主要取引銀行である㈱三井住友銀行の出身者であ

り、同行と借入取引があります。また、同行親会社㈱三井住友フィナンシャルグループの関係会社である㈱関西

アーバン銀行、ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱、ＳＭＢＣ日興証券㈱及びグローバルファクタリング㈱と取引

がありますが、いずれにおいても社外取締役及び社外監査役個人が特別な利害関係を有するものではありませ

ん。

　社外取締役及び社外監査役には、当社が属する建設業から独立した立場から経営全般に対する監督、チェック

機能を果たしていただくことで、経営体制を更に強化しております。税理士、公認会計士等、金融機関経営者と

して培ってきた知識や経験などの豊富な知見によりチェックを実施いただけることから、当社は現在の社外取締

役及び社外監査役を選任しております。また、社外監査役は、他の監査役とともに業務管理部及び会計監査人と

必要に応じて随時情報交換を行うことで、監査の充実を図っております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めておりませんが、

選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 

④　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
240 170 － 40 29 11

監査役

（社外監査役を除く。）
27 20 － 3 3 2

社外役員 24 19 － 2 2 4

　（注）　上記人数及び報酬等の総額には、平成26年６月26日開催の第９回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役１名及び監査役１名の人数及び報酬等の額を含んでおります。

 

ロ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

24 6
使用人としての給与及び賞与であり

ます。

 

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　役員報酬の総額は、株主総会で決議しております。各取締役の報酬額の決定については、株主総会決議の報

酬額の範囲内において、業績動向、世間相場、責任の度合い等を勘案し、代表取締役が行うこととしておりま

す。また、監査役報酬については、監査役会の協議により決定しております。

 

⑤　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　49銘柄　2,268百万円
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ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ジェイエフイーホールディ

ングス㈱
135,000 262 取引関係の維持・発展

岡部㈱ 155,000 230 取引関係の維持・発展

太平洋セメント㈱ 612,000 227 取引関係の維持・発展

㈱石井鐵工所 570,000 157 取引関係の維持・発展

㈱十六銀行 405,843 146 取引関係の維持・発展

㈱ダイヘン 350,000 143 取引関係の維持・発展

新日本空調㈱ 189,800 123 取引関係の維持・発展

㈱横河ブリッジホールディ

ングス
100,000 113 取引関係の維持・発展

高周波熱錬㈱ 149,200 98 取引関係の維持・発展

矢作建設工業㈱ 65,196 66 取引関係の維持・発展

㈱タクマ 85,000 62 取引関係の維持・発展

㈱関西アーバン銀行 451,500 55 取引関係の維持・発展

㈱三重銀行 176,000 40 取引関係の維持・発展

マルカキカイ㈱ 27,900 35 取引関係の維持・発展

日本管財㈱ 13,300 27 取引関係の維持・発展

㈱イムラ封筒 160,000 24 取引関係の維持・発展

小林産業㈱ 57,000 17 取引関係の維持・発展

㈱東日本銀行 70,000 17 取引関係の維持・発展

英和㈱ 30,000 12 取引関係の維持・発展

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
58,270 11 取引関係の維持・発展

徳倉建設㈱ 69,661 9 取引関係の維持・発展

小野建㈱ 5,800 7 取引関係の維持・発展

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
1,535 6 取引関係の維持・発展

高島㈱ 22,000 5 取引関係の維持・発展

㈱名古屋銀行 12,000 4 取引関係の維持・発展

㈱りそなホールディングス 7,995 3 取引関係の維持・発展

日本ヒューム㈱ 2,000 1 取引関係の維持・発展

三谷セキサン㈱ 1,000 1 取引関係の維持・発展

日本コンクリート工業㈱ 4,000 1 取引関係の維持・発展

東洋電機㈱ 5,000 1 取引関係の維持・発展
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　当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ジェイエフイーホールディ

ングス㈱
135,000 358 取引関係の維持・発展

太平洋セメント㈱ 612,000 224 取引関係の維持・発展

㈱ダイヘン 350,000 206 取引関係の維持・発展

新日本空調㈱ 189,800 186 取引関係の維持・発展

㈱十六銀行 405,843 178 取引関係の維持・発展

岡部㈱ 155,000 171 取引関係の維持・発展

高周波熱錬㈱ 149,200 132 取引関係の維持・発展

㈱横河ブリッジホールディ

ングス
100,000 129 取引関係の維持・発展

㈱石井鐵工所 570,000 124 取引関係の維持・発展

㈱タクマ 85,000 80 取引関係の維持・発展

㈱関西アーバン銀行 45,150 56 取引関係の維持・発展

矢作建設工業㈱ 67,520 53 取引関係の維持・発展

㈱三重銀行 176,000 48 取引関係の維持・発展

マルカキカイ㈱ 27,900 48 取引関係の維持・発展

㈱イムラ封筒 160,000 47 取引関係の維持・発展

日本管財㈱ 13,300 38 取引関係の維持・発展

㈱東日本銀行 70,000 26 取引関係の維持・発展

英和㈱ 30,000 21 取引関係の維持・発展

小林産業㈱ 57,000 14 取引関係の維持・発展

徳倉建設㈱ 73,189 14 取引関係の維持・発展

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
58,270 12 取引関係の維持・発展

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
1,535 7 取引関係の維持・発展

小野建㈱ 5,800 6 取引関係の維持・発展

高島㈱ 22,000 5 取引関係の維持・発展

㈱名古屋銀行 12,000 4 取引関係の維持・発展

㈱りそなホールディングス 7,995 4 取引関係の維持・発展

日本コンクリート工業㈱ 4,000 1 取引関係の維持・発展

三谷セキサン㈱ 1,000 1 取引関係の維持・発展

日本ヒューム㈱ 2,000 1 取引関係の維持・発展

東洋電機㈱ 5,000 1 取引関係の維持・発展
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ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

 

⑥　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業務執行社員

谷上　和範

新日本有限責任監査法人内田　聡

山本　秀男

（注）１．継続監査年数については、全員が７年以内であるため記載を省略しております。

２．監査業務に係る補助者は、公認会計士８名及びその他７名で構成されております。

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は20名以内とする旨を定款に定めております。

⑧　取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、当該選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

⑨　剰余金の配当等の決定機関及び自己の株式の取得

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　また、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、資本

効率の向上を図るとともに経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等に

より自己の株式を取得することを目的とするものであります。

⑩　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨を定款に定めております。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮

して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

⑪　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 40 1 40 －

連結子会社 － － － －

計 40 1 40 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社であるPhan Vu Investment Corporationは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワー

クに属しているErnst & Young Vietnam Limitedに対して、監査証明業務に相当する報酬として２百万円支

払っております。

 

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるPhan Vu Investment Corporationは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワー

クに属しているErnst & Young Vietnam Limitedに対して、監査証明業務に相当する報酬として３百万円支

払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、新株の発行に係るコンフォート

レター作成業務であります。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

き、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、情報の早期収集に努め、会社対応について事前に検討を行うものとしております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 11,564 ※２ 10,769

受取手形及び売掛金 ※２ 19,881 ※２ 19,224

未成工事支出金 2,796 ※４ 3,711

商品及び製品 ※２ 3,190 ※２ 3,313

原材料及び貯蔵品 650 688

繰延税金資産 318 265

その他 1,209 1,117

貸倒引当金 △171 △285

流動資産合計 39,438 38,804

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 4,027 ※２ 4,438

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 2,394 ※２ 2,924

土地 4,452 4,457

リース資産（純額） 1,590 1,631

建設仮勘定 ※２ 128 3,073

その他（純額） ※２ 582 ※２ 700

有形固定資産合計 ※３ 13,175 ※３ 17,224

無形固定資産   

のれん 423 215

その他 352 303

無形固定資産合計 775 518

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 2,100 ※１ 2,318

長期貸付金 2 3

繰延税金資産 2 35

その他 ※２ 1,131 1,313

貸倒引当金 △235 △230

投資その他の資産合計 3,000 3,440

固定資産合計 16,951 21,183

資産合計 56,390 59,988
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,499 8,792

ファクタリング未払金 13,047 12,863

短期借入金 ※２ 1,373 ※２ 2,021

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 1,637 ※２ 871

リース債務 388 577

未払法人税等 865 846

賞与引当金 434 325

工事損失引当金 － ※４ 30

その他 2,473 3,259

流動負債合計 27,718 29,587

固定負債   

長期借入金 ※２ 1,777 ※２ 1,278

リース債務 1,183 875

繰延税金負債 720 713

退職給付に係る負債 401 453

役員退職慰労引当金 184 205

長期未払金 344 309

負ののれん 324 29

その他 362 395

固定負債合計 5,299 4,260

負債合計 33,018 33,848

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,470 5,470

資本剰余金 7,491 7,491

利益剰余金 8,868 10,833

自己株式 △0 △0

株主資本合計 21,831 23,795

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 315 544

為替換算調整勘定 70 328

退職給付に係る調整累計額 △19 △34

その他の包括利益累計額合計 366 838

少数株主持分 1,174 1,505

純資産合計 23,372 26,140

負債純資産合計 56,390 59,988
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 65,779 67,169

売上原価 55,010 ※１ 56,555

売上総利益 10,768 10,613

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 6,803 ※２,※３ 7,040

営業利益 3,964 3,573

営業外収益   

受取利息 8 42

受取配当金 32 39

負ののれん償却額 295 295

持分法による投資利益 34 －

その他 199 206

営業外収益合計 570 584

営業外費用   

支払利息 206 315

契約解除金 － 60

その他 88 114

営業外費用合計 295 490

経常利益 4,239 3,666

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 10 ※４ 40

段階取得に係る差益 34 －

投資有価証券売却益 5 －

特別利益合計 50 40

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 14 ※５ 13

固定資産除却損 ※６ 42 ※６ 223

段階取得に係る差損 － 49

退職給付費用 14 －

その他 5 5

特別損失合計 76 291

税金等調整前当期純利益 4,213 3,415

法人税、住民税及び事業税 909 1,243

法人税等調整額 601 △195

法人税等合計 1,511 1,047

少数株主損益調整前当期純利益 2,702 2,367

少数株主利益又は少数株主損失（△） 40 △29

当期純利益 2,661 2,396
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,702 2,367

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 195 229

為替換算調整勘定 133 392

退職給付に係る調整額 － △14

持分法適用会社に対する持分相当額 △60 1

その他の包括利益合計 ※ 268 ※ 608

包括利益 2,970 2,976

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,866 2,869

少数株主に係る包括利益 104 106
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,370 4,904 6,642 △156 14,760

会計方針の変更による累積的
影響額

    －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

3,370 4,904 6,642 △156 14,760

当期変動額      

新株の発行 2,100 2,100   4,200

剰余金の配当   △435  △435

当期純利益   2,661  2,661

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  487  156 643

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 2,100 2,587 2,226 156 7,070

当期末残高 5,470 7,491 8,868 △0 21,831

 

       

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 119 61 － 181 95 15,037

会計方針の変更による累積的
影響額

     －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

119 61 － 181 95 15,037

当期変動額       

新株の発行      4,200

剰余金の配当      △435

当期純利益      2,661

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      643

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

195 8 △19 185 1,079 1,264

当期変動額合計 195 8 △19 185 1,079 8,334

当期末残高 315 70 △19 366 1,174 23,372
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,470 7,491 8,868 △0 21,831

会計方針の変更による累積的
影響額

  16  16

会計方針の変更を反映した当期
首残高

5,470 7,491 8,885 △0 21,847

当期変動額      

新株の発行     －

剰余金の配当   △448  △448

当期純利益   2,396  2,396

自己株式の取得     －

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,948 － 1,948

当期末残高 5,470 7,491 10,833 △0 23,795

 

       

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 315 70 △19 366 1,174 23,372

会計方針の変更による累積的
影響額

     16

会計方針の変更を反映した当期
首残高

315 70 △19 366 1,174 23,388

当期変動額       

新株の発行      －

剰余金の配当      △448

当期純利益      2,396

自己株式の取得      －

自己株式の処分      －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

229 257 △14 472 331 803

当期変動額合計 229 257 △14 472 331 2,751

当期末残高 544 328 △34 838 1,505 26,140
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,213 3,415

有形固定資産減価償却費 1,011 1,454

無形固定資産減価償却費 57 60

のれん及び負ののれん償却額 △279 △266

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 67

賞与引当金の増減額（△は減少） 131 △108

退職給付引当金の増減額（△は減少） △336 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 371 31

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16 20

受取利息及び受取配当金 △40 △82

支払利息 206 315

持分法による投資損益（△は益） △34 －

段階取得に係る差損益（△は益） △34 49

固定資産除却損 42 223

有形固定資産売却損益（△は益） 4 △27

売上債権の増減額（△は増加） △2,276 291

たな卸資産の増減額（△は増加） 548 △834

仕入債務の増減額（△は減少） △39 823

ファクタリング未払金の増減額（△は減少） 1,356 8

未成工事受入金の増減額（△は減少） △5 296

未払消費税等の増減額（△は減少） 204 72

その他 △146 △49

小計 4,981 5,763

利息及び配当金の受取額 40 44

利息の支払額 △203 △312

法人税等の支払額 △307 △1,245

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,511 4,249

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △24

有形固定資産の取得による支出 △1,248 △2,918

有形固定資産の売却による収入 54 38

有形固定資産の除却に係る支出 △20 △200

無形固定資産の取得による支出 △8 △19

投資有価証券の取得による支出 △135 △2

投資有価証券の売却による収入 7 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △214 ※２ △506

貸付けによる支出 △4 △290

貸付金の回収による収入 6 5

土地使用権の売却による収入 － 778

保険積立金の解約による収入 117 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,445 △3,140
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6 445

長期借入れによる収入 － 262

長期借入金の返済による支出 △1,931 △1,695

社債の償還による支出 △70 －

リース債務の返済による支出 △372 △572

株式の発行による収入 4,184 －

自己株式の売却による収入 643 －

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △435 △448

少数株主への配当金の支払額 － △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,025 △2,016

現金及び現金同等物に係る換算差額 7 84

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,100 △822

現金及び現金同等物の期首残高 6,463 11,564

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,564 ※１ 10,741
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　16社

主要な連結子会社の名称

ＪＰプロダクツ鹿児島㈱

ジャパンパイルロジスティクス㈱

ジャパンパイル基礎工業㈱

ジャパンパイル富士コン㈱

ジャパンパイル分割準備㈱

Phan Vu Investment Corporation

Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company

Phan Vu Long An Spun Piles Company Limited

Phan Vu - Dong Nai Production Limited

Phan Vu Quang Binh Concrete Company Limited

　上記のうち、ジャパンパイル分割準備㈱については、当連結会計年度において新たに設立したため、また、

Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company及びPhan Vu Long An Spun Piles Company Limitedについて

は、当連結会計年度において株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社名

一般社団法人基礎構造研究会

（連結の範囲から除いた理由）

　一般社団法人基礎構造研究会は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　2社

持分法適用の関連会社名

Phan Vu Shinnincon Concrete & Construction Joint Stock Company

Hoang Long Mekong Corporation

(2）持分法を適用していない非連結子会社（一般社団法人基礎構造研究会）は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

（イ）未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（ロ）製品、商品及び原材料

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（ハ）貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約において残価保証の取決めがある場合は当該残価保

証額）とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等の

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上してお

ります。

ハ　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

ニ　工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

（イ）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは杭施工本数比例法）

（ロ）その他の工事

　工事完成基準

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、主として10年間の定額法により償却を行っております。また、平成22年３月31日以

前に発生した負ののれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計

年度の費用として処理しております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が25百万円減少し、利益剰余金が16百万円増加しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ０百万円減少しており

ます。

　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は0.47円増加し、１株当たり当期純利益金額は0.02円減少しており

ます。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成25年９月13日）

(1）概要

　本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分

変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、

④暫定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。

(2）適用予定日

　平成28年３月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期

首以後実施される企業結合から適用予定です。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　当連結財務諸表の作成時において、連結財務諸表に与える影響は未定であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 9百万円 11百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

現金及び預金 52百万円 24百万円

受取手形及び売掛金 1,165 2,234

商品及び製品 33 51

建物及び構築物 981 776

機械装置及び運搬具 756 683

建設仮勘定 40 －

その他（有形固定資産） 2 2

その他（投資その他の資産） 41 －

計 3,074 3,773

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 1,227百万円 1,869百万円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金

を含む）
792 1,031

計 2,019 2,900

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 21,512百万円 22,900百万円

 

※４　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未成工事支出金 －百万円 30百万円

計 － 30
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（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 －百万円 30百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日　
　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　
　至　平成27年３月31日）

役員従業員給与 3,450百万円 3,488百万円

退職給付費用 124 126

賞与引当金繰入額 319 239

役員退職慰労引当金繰入額 44 43

貸倒引当金繰入額 17 55

賃借料 684 669

研究開発費 198 262

のれん償却額 15 28

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

研究開発費の総額 198百万円 262百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

機械装置及び運搬具 9百万円 38百万円

その他（有形固定資産） 0 1

計 10 40

 

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 4百万円 13百万円

機械装置及び運搬具 － 0

土地 1 －

その他（有形固定資産） 0 －

その他 8 －

計 14 13

 

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 2百万円 3百万円

機械装置及び運搬具 18 5

土地整理費用 － 188

その他 20 25

計 42 223
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 303百万円 288百万円

組替調整額 △4 －

税効果調整前 298 288

税効果額 △103 △59

その他有価証券評価差額金 195 229

為替換算調整勘定：   

当期発生額 133 392

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 － △29

組替調整額 － 9

税効果調整前 － △20

税効果額 － 5

退職給付に係る調整額 － △14

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 107 1

組替調整額 △168 －

持分法適用会社に対する持分相当額 △60 1

その他の包括利益合計 268 608

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 29,751 4,782 － 34,534

合計 29,751 4,782 － 34,534

自己株式     

普通株式 733 0 733 0

合計 733 0 733 0

　（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加4,782千株は、一般募集による新株の発行による増加4,000千株、第三者割

当による新株の発行による増加782千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加０千株であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少733千株は、公募による自己株式の処分による減少733千株であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月24日

取締役会
普通株式 290 10.0 平成25年３月31日 平成25年６月13日

平成25年10月25日

取締役会
普通株式 145 5.0 平成25年９月30日 平成25年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月23日

取締役会
普通株式 241 利益剰余金 7.0 平成26年３月31日 平成26年６月12日

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 34,534 － － 34,534

合計 34,534 － － 34,534

自己株式     

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月23日

取締役会
普通株式 241 7.0 平成26年３月31日 平成26年６月12日

平成26年10月24日

取締役会
普通株式 207 6.0 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月22日

取締役会
普通株式 207 利益剰余金 6.0 平成27年３月31日 平成27年６月11日

 

EDINET提出書類

ジャパンパイル株式会社(E01222)

有価証券報告書

52/88



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 11,564百万円 10,769百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △27

現金及び現金同等物 11,564 10,741

 

※２　前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにPhan Vu Investment Corporation（ＰＶ社）を連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びにＰＶ社株式の取得価額とＰＶ社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 2,691百万円

固定資産 2,623 

のれん 406 

流動負債 △2,397 

固定負債 △770 

少数株主持分 △1,135 

持分法による投資評価額 △1,029 

ＰＶ社株式の取得価額 388 

ＰＶ社現金及び現金同等物 △174 

差引：ＰＶ社取得のための支出 214 

 

　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにPhan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company（ＨＤ社）を連結したことに伴う

連結開始時の資産及び負債の内訳並びにＨＤ社株式の取得価額とＨＤ社取得のための支出（純額）との関係は次

のとおりであります。

流動資産 108百万円

固定資産 495 

流動負債 △86 

為替換算調整勘定 △19 

ＨＤ社株式の取得価額 498 

ＨＤ社現金及び現金同等物 △2 

差引：ＨＤ社取得のための支出 495 

 

３．重要な非資金取引の内容

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 173百万円 498百万円
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産

　主として基礎工事関連事業における杭打機及び付随する装置、コンクリートパイル製造用設備であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 
 前連結会計年度（平成26年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 1,388 937 37 413

その他（有形固定資産） 420 336 － 83

合計 1,808 1,273 37 497

 

（単位：百万円）
 
 当連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 1,218 941 － 277

その他（有形固定資産） 88 77 － 10

合計 1,307 1,019 － 287

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 234 223

１年超 301 78

合計 535 301

 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

支払リース料 327 193

リース資産減損勘定の取崩額 14 3

減価償却費相当額 211 158

支払利息相当額 23 14

減損損失 － －

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約において残価保証の取決めがある場合は当該残価保証

額）とする定額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。
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２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 5 5

１年超 8 7

合計 14 13

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画及び中期経営計画に照らして、主に銀行借入れや社債の発行によって必要な資

金を調達しております。一時的な余資は金利動向等を総合的に勘案のうえ定期預金で運用することがあり、ま

た、短期的な運転資金を銀行借入れにより調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するため

に利用する可能性はありますが、当連結会計年度において利用はなく、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びにファクタリング未払金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日で

あります。

　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリー

ス債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後７年であります。こ

のうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、国内においては、販売管理規定内に定める与信管理に従い、与信管理部を中心として定期

的に与信管理会議を開催し、営業債権等に対する個社別債権及び与信限度枠の管理方針等を協議・決定しま

す。その決定事項は、支店長等を通じて管轄する営業所へ随時伝達され、与信管理部と各事業所は連携を密に

行いつつ、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先別物件別の期日及び残高を管理するととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても当社の規

定に準じて、同様の管理を行っております。海外においては、主要顧客について個別に分析を行い、信用リス

クを最小限に留める管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、安全性の高い上場株式が大半を占めておりますが、定期的に時価を把握しつつ、

発行体（取引先企業）の財務状況等の把握にも努めております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各事業所及び各子会社からの報告に基づき、当社の財務部が適時資金計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 11,564 11,564 －

(2）受取手形及び売掛金 19,881 19,881 －

(3）投資有価証券 1,923 1,923 －

　資産計 33,368 33,368 －

(1）支払手形及び買掛金 7,499 7,499 －

(2）ファクタリング未払金 13,047 13,047 －

(3）短期借入金 1,373 1,373 －

(4）１年内返済予定の長期借入金 1,637 1,638 1

(5）リース債務（流動負債） 388 386 △2

(6）長期借入金 1,777 1,780 3

(7）リース債務（固定負債） 1,183 1,177 △6

　負債計 26,907 26,903 △3

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 10,769 10,769 －

(2）受取手形及び売掛金 19,224 19,224 －

(3）投資有価証券 2,213 2,213 －

　資産計 32,207 32,207 －

(1）支払手形及び買掛金 8,792 8,792 －

(2）ファクタリング未払金 12,863 12,863 －

(3）短期借入金 2,021 2,021 －

(4）１年内返済予定の長期借入金 871 877 6

(5）リース債務（流動負債） 577 605 28

(6）長期借入金 1,278 1,274 △4

(7）リース債務（固定負債） 875 859 △15

　負債計 27,279 27,293 14

　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）ファクタリング未払金、(3）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4）１年内返済予定の長期借入金、(5）リース債務（流動負債）、(6）長期借入金、(7）リース債務（固

定負債）

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入または新規リース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 176 104

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,552 － － －

受取手形及び売掛金 19,842 39 － －

合計 31,394 39 － －

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 10,750 － － －

受取手形及び売掛金 19,224 － － －

合計 29,975 － － －

 

４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,373 － － － － －

長期借入金 1,637 795 547 207 137 88

リース債務 388 358 232 188 245 158

合計 3,399 1,154 780 396 383 247

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 2,021 － － － － －

長期借入金 871 617 194 101 165 199

リース債務 577 256 185 245 123 64

合計 3,469 874 380 347 288 264
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,328 780 547

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,328 780 547

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 594 693 △98

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 594 693 △98

合計 1,923 1,473 449

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　176百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 2,012 1,233 778

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,012 1,233 778

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 201 242 △40

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 201 242 △40

合計 2,213 1,476 737

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　104百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 7 5 1

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 7 5 1

 

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成26年４月１日　

至　平成27年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、主として非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を

採用しております。確定給付制度である退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金

を支給します。また、従業員の退職に際して、割増退職金を支払う場合があります。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 364百万円 401百万円

会計方針の変更による累積的影響額 － △25

会計方針の変更を反映した期首残高 364 376

勤務費用 65 69

利息費用 2 3

数理計算上の差異の発生額 5 29

退職給付の支払額 △36 △24

退職給付債務の期末残高 401 453

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 401百万円 453百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 401 453

   

退職給付に係る負債 401 453

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 401 453

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

勤務費用 65百万円 69百万円

利息費用 2 3

数理計算上の差異の費用処理額 3 9

確定給付制度に係る退職給付費用 71 81

 

(4）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

数理計算上の差異 －百万円 △20百万円

合　計 － △20

 

(5）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未認識数理計算上の差異 30百万円 50百万円

合　計 30 50
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(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

　当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率 0.9％ 0.7％

予想昇給率 1.8％ 1.8％

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年

３月31日）82百万円、当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）85百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 65百万円 55百万円

賞与引当金 154  107

たな卸資産 22  36

税務上の繰越欠損金 37  10

その他 63  58

評価性引当額 △25  △3

繰延税金負債との相殺額 △0  △0

計 318  265

繰延税金負債（流動）    

貸倒引当金（連結修正） △0  △0

繰延税金資産との相殺額 0  0

計 －  －

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 143  146

役員退職慰労引当金 65  66

貸倒引当金 65  63

投資有価証券評価損 73  66

固定資産除却損 167  138

減損損失 54  47

税務上の繰越欠損金 367  111

長期未払金 122  99

評価差額 72  66

その他 42  65

評価性引当額 △968  △640

繰延税金負債との相殺額 △205  △196

計 2  35

繰延税金負債（固定）    

評価差額 △793  △720

その他有価証券評価差額金 △130  △189

その他 △1  －

繰延税金資産との相殺額 205  196

計 △720  △713
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差

異が法定実効税率の

100分の５以下である

ため注記を省略してお

ります。

 35.6％

（調整）   

交際費等の損金不算入額  0.7

受取配当金等の益金不算入額  △0.8

のれん及び負ののれん当期償却額  △1.6

評価性引当額の増減  1.2

住民税均等割  1.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  1.1

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正  △2.1

繰越欠損金の使用  △1.2

試験研究費等の特別控除  △1.8

その他  △1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  30.7

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％

に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は51百万円減少し、法人税等

調整額が32百万円、その他有価証券評価差額金が19百万円、それぞれ減少しております。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

Phan Vu Investment Corporation

　連結子会社であるPhan Vu Investment Corporationについて、前連結会計年度では取得原価の配分が完了して

いなかったため暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に取得原価の配分が完了いたしまし

た。その主な内容は以下のとおりであります。

１．取得原価の配分の見直しによる修正額

のれん（修正前） 406百万円

固定資産 △229百万円

のれん（修正後） 176百万円

２．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　176百万円

(2）発生原因

　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものであります。

(3）償却方法及び償却期間

　10年間にわたる均等償却

Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得企業の名称　　Vinaconex-Phan Vu Concrete Joint Stock Company

　事業の内容　　　　　コンクリートパイルの製造

(2）企業結合を行った主な理由

　今後さらにマーケットの成長が期待できるベトナム北部における基礎工事関連事業を本格的に展開する

ため。

(3）企業結合日

　平成26年10月30日

(4）企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式取得
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(5）結合後企業の名称

　Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company

(6）取得した議決権比率

　企業結合直前に所有していた議決権比率　　13.8％

　企業結合日に追加取得した議決権比率　　　82.2％

　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　96.0％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社グループが現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成26年11月１日から平成26年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　企業結合直前に保有していたVinaconex-Phan Vu Concrete JSCの株式の時価　０百万円

　　　　　　追加取得したVinaconex-Phan Vu Concrete JSCの株式の時価　　　　　　　　０百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０百万円

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　段階取得に係る差損　49百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　当連結会計年度末において、取得原価の配分が完了していないことなどから暫定的な会計処理を行ってお

り、のれん及び負ののれんは発生しておりません。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産　　 108百万円

　固定資産　　 495百万円

　資産合計　　 603百万円

　流動負債　　　86百万円

　負債合計　　　86百万円

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及

ぼす影響の概算額及びその算定方法

　当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（平成26年３月31日）及び当連結会計年度末（平成27年３月31日）

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日）

　当社グループは、基礎工事関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 コンクリート杭 鋼管杭 場所打杭 合計

外部顧客への売上高 51,801 4,498 9,479 65,779

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 東南アジア 合計

10,882 2,292 13,175

 

３．主要な顧客ごとの情報

　売上高の10％以上を占める特定の顧客がないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 コンクリート杭 鋼管杭 場所打杭 合計

外部顧客への売上高 53,265 5,556 8,347 67,169

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 東南アジア 合計

12,632 4,591 17,224

 

３．主要な顧客ごとの情報

　売上高の10％以上を占める特定の顧客がないため、該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日）

　当社グループは、基礎工事関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名
（注）１

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者

Vu Thi
Hien

－ － － － 資金の借入 資金の借入 11 短期借入金 11

Phan Vu
Nhu Quynh

－ － － － 資金の借入 資金の借入 11 短期借入金 11

（注）１．当社取締役Phan Khac Longの２親等以内の親族にあたります。

２．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 642.78円 713.34円

１株当たり当期純利益金額 86.80円 69.41円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 23,372 26,140

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1,174 1,505

（うち少数株主持分（百万円）） （1,174） （1,505）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 22,197 24,634

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
34,533 34,533

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 2,661 2,396

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 2,661 2,396

期中平均株式数（千株） 30,665 34,533

 

（重要な後発事象）

１．当社（平成27年10月１日付で「アジアパイルホールディングス株式会社」に商号変更予定。）は、平成27年５月

22日開催の取締役会において、平成27年10月１日を効力発生日として持株会社体制に移行するため、法令に定める

関係官庁等の許認可等を得られることを条件として、当社が営む一切の事業（ただし、海外事業及びグループ全体

の運営に関連する事業を除く。）を分割し、当社の100％子会社であるジャパンパイル分割準備株式会社（平成27

年10月１日付で「ジャパンパイル株式会社」に商号変更予定。）に承継させることを決議し、平成27年５月22日付

で吸収分割契約を締結いたしました。なお、平成27年６月25日開催の当社第10期定時株主総会において関連議案の

承認を受けました。

(1）会社分割の目的

　当社は総合基礎建設業として、基礎建設の専門会社という新たな分野を開拓し、すべての杭基礎工事において

国内トップ企業となるべく事業に取り組んでまいりました。またさらに、成長著しいアセアンマーケットにおけ

る基礎建設事業を推進するため、ベトナム並びにミャンマーでの事業に進出しております。国内並びに海外での

さらなる積極的な展開を見据えて、当社は各国に事業会社を配置する持株会社体制に移行することにより、グ

ループ全体の経営方針は持株会社が意思決定するとともに、各事業会社はそれぞれの地域において迅速かつ効率

的な事業運営を行い、当社グループの一層の企業価値の向上を図る方針です。

(2）会社分割（吸収分割）の要旨

①　吸収分割の方法

　当社を分割会社とし、当社の100％子会社であるジャパンパイル分割準備株式会社を承継会社とする分社型

の吸収分割の方式です。

②　吸収分割に係る割当の内容

　ジャパンパイル分割準備株式会社は、本件吸収分割に際して普通株式10,000株を発行し、その全てを当社に

割当交付いたします。なお、本件吸収分割は、当社を分割会社とし、当社の100％子会社であるジャパンパイ

ル分割準備株式会社を承継会社とする吸収分割であることから、第三者機関による算定は実施しておりませ

ん。

③　日程

　吸収分割契約承認の取締役会　平成27年５月22日

　吸収分割契約の締結　　　　　平成27年５月22日

　吸収分割承認の定時株主総会　平成27年６月25日

　分割期日（効力発生日）　　　平成27年10月１日（予定）

※本件吸収分割は略式分割として、ジャパンパイル分割準備株式会社においては吸収分割承認の株主総会決議

は行われません。
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④　本件吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　当社は新株予約権及び新株予約権付社債は発行しておりません。

⑤　本件吸収分割により増減する資本金等

　本件吸収分割による当社の資本金等の増減はありません。

⑥　承継する権利義務

　本件吸収分割により、承継会社は本件事業に関する資産、負債、雇用契約、その他の権利義務（ただし、海

外事業及びグループ全体の運営に関連するもの、その他平成27年５月22日付で締結した吸収分割契約に別段の

定めのあるものを除く。）を承継いたします。なお、承継会社が承継する債務については、当社による重畳的

債務引受けの方法によるものといたします。

(3）分割当事会社の内容（平成27年３月31日現在）

①　分割会社

商号　　　　：ジャパンパイル株式会社（平成27年10月１日付で「アジアパイルホールディングス株式会社」

に商号変更予定）

本店の所在地：東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号

代表者の氏名：代表取締役社長　　黒瀬　晃

事業の内容　：基礎工事関連事業

資本金の額　： 5,470百万円

純資産の額　：24,321百万円

総資産の額　：52,908百万円

②　承継会社

商号　　　　：ジャパンパイル分割準備株式会社（平成27年10月１日付で「ジャパンパイル株式会社」に商号

変更予定）

本店の所在地：東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号

代表者の氏名：代表取締役社長　　黒瀬　晃

事業の内容　：－

資本金の額　：20百万円

純資産の額　：39百万円

総資産の額　：40百万円

 

２．当社は、ミャンマーの社会・経済発展に貢献することを目的としてコンクリートパイルの製造及び販売拠点とな

る合弁会社を設立し、平成27年６月３日付で資本金の払込みを実施いたしました。設立した子会社の概要は以下の

とおりであります。

商号　　　　：VJP Co., Ltd.

本店の所在地：ミャンマー　ティラワ経済特別区

代表者の氏名：Dr. Sone Han

事業の内容　：コンクリートパイルの製造、販売、施工

資本金の額　：6,250,000米ドル

出資比率　　：当社 55％、Phan Vu Investment Corporation 5％、Myanmar V-Pile Co., Ltd. 40％
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,373 2,021 8.1 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,637 871 3.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 388 577 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,777 1,278 5.7 平成28年～33年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,183 875 － 平成28年～33年

その他有利子負債 － － － －

合計 6,361 5,624 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率によっております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 617 194 101 165

リース債務 256 185 245 123

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 16,177 32,485 49,868 67,169

税金等調整前四半期（当

期）純利益金額（百万円）
867 1,710 2,871 3,415

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
578 1,157 1,916 2,396

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
16.76 33.52 55.50 69.41

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金

額（円）
16.76 16.76 21.98 13.92
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,865 9,343

受取手形 7,011 6,434

完成工事未収入金 11,354 10,957

未成工事支出金 2,598 3,077

商品及び製品 2,813 2,802

原材料及び貯蔵品 467 435

前払費用 53 49

繰延税金資産 294 249

その他 861 845

貸倒引当金 △8 △5

流動資産合計 36,311 34,189

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,125 2,027

構築物（純額） 661 672

機械及び装置（純額） 1,403 1,210

車両運搬具（純額） 5 5

工具、器具及び備品（純額） 565 704

土地 4,289 4,293

リース資産（純額） 1,527 1,566

建設仮勘定 3 1,858

有形固定資産合計 10,580 12,338

無形固定資産   

のれん 7 2

借地権 171 171

ソフトウエア 131 82

その他 25 24

無形固定資産合計 336 281

投資その他の資産   

投資有価証券 1,977 2,268

関係会社株式 1,861 2,468

関係会社社債 － 558

関係会社出資金 133 133

従業員に対する長期貸付金 2 3

関係会社長期貸付金 125 －

破産更生債権等 229 215

長期前払費用 36 16

その他 587 664

貸倒引当金 △233 △227

投資その他の資産合計 4,718 6,099

固定資産合計 15,635 18,719

資産合計 51,947 52,908
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,671 2,645

工事未払金 3,144 3,469

買掛金 1,262 1,543

ファクタリング未払金 13,047 12,863

短期借入金 100 100

1年内返済予定の長期借入金 1,495 640

リース債務 366 548

未払金 642 712

未払法人税等 816 708

未成工事受入金 402 525

賞与引当金 412 305

工事損失引当金 － 30

その他 923 1,119

流動負債合計 25,283 25,212

固定負債   

長期借入金 1,120 480

リース債務 1,165 848

繰延税金負債 718 736

退職給付引当金 363 394

役員退職慰労引当金 172 205

長期未払金 344 309

その他 564 401

固定負債合計 4,448 3,375

負債合計 29,732 28,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,470 5,470

資本剰余金   

資本準備金 7,488 7,488

その他資本剰余金 4,168 4,168

資本剰余金合計 11,656 11,656

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 4,771 6,604

利益剰余金合計 4,771 6,604

自己株式 △0 △0

株主資本合計 21,899 23,731

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 315 589

評価・換算差額等合計 315 589

純資産合計 22,214 24,321

負債純資産合計 51,947 52,908
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高   

完成工事高 62,987 60,348

製品売上高 1,179 976

売上高合計 64,166 61,325

売上原価   

完成工事原価 53,059 51,040

製品売上原価   

製品期首たな卸高 2,796 2,813

当期製品製造原価 14,875 14,657

当期製品仕入高 3,207 2,816

運搬費等 210 361

合計 21,090 20,648

製品期末たな卸高 2,813 2,802

他勘定振替高 ※１ 17,282 ※１ 16,967

製品売上原価 994 879

売上原価合計 54,053 51,919

売上総利益 10,112 9,405

販売費及び一般管理費   

役員従業員給与 3,286 3,234

退職給付費用 122 123

賞与引当金繰入額 311 232

役員退職慰労引当金繰入額 44 43

貸倒引当金繰入額 1 3

減価償却費 96 82

のれん償却額 5 5

その他 2,570 2,668

販売費及び一般管理費合計 6,437 6,393

営業利益 3,675 3,012

営業外収益   

受取利息 4 1

有価証券利息 － 19

受取配当金 32 96

負ののれん償却額 158 158

その他 209 195

営業外収益合計 405 471

営業外費用   

支払利息 122 102

社債利息 0 －

その他 101 49

営業外費用合計 224 152

経常利益 3,856 3,331
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 14 ※２ 13

投資有価証券売却益 5 －

特別利益合計 20 13

特別損失   

固定資産売却損 ※３ 13 －

固定資産除却損 ※４ 42 ※４ 18

その他 1 －

特別損失合計 57 18

税引前当期純利益 3,818 3,327

法人税、住民税及び事業税 854 1,088

法人税等調整額 569 △26

法人税等合計 1,424 1,062

当期純利益 2,394 2,264
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【完成工事原価計算書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  26,373 49.7 25,326 49.6

Ⅱ　労務費  1,394 2.6 1,124 2.2

Ⅲ　外注費  23,432 44.2 22,672 44.4

Ⅳ　経費 ※１ 1,858 3.5 1,917 3.8

完成工事原価  53,059 100.0 51,040 100.0

　（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

減価償却費（百万円） 268 445

修理費（百万円） 261 259

支払手数料（百万円） 190 234

　２．原価計算の方法は、個別原価計算により工事毎に集計しております。

【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  10,144 68.2 9,910 67.6

Ⅱ　労務費  2,539 17.1 2,544 17.4

Ⅲ　経費 ※１ 2,191 14.7 2,202 15.0

当期製品製造原価  14,875 100.0 14,657 100.0

　（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

減価償却費（百万円） 581 678

燃料費（百万円） 343 341

支払リース料（百万円） 200 144

　２．原価計算の方法は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,370 5,387 3,681 9,069 2,813 2,813 △156 15,096

会計方針の変更による累積的影響
額

       －

会計方針の変更を反映した当期首残
高

3,370 5,387 3,681 9,069 2,813 2,813 △156 15,096

当期変動額         

新株の発行 2,100 2,100  2,100    4,200

剰余金の配当     △435 △435  △435

当期純利益     2,394 2,394  2,394

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分   487 487   156 643

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 2,100 2,100 487 2,587 1,958 1,958 156 6,803

当期末残高 5,470 7,488 4,168 11,656 4,771 4,771 △0 21,899

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

当期首残高 119 119 15,216

会計方針の変更による累積的影響
額

  －

会計方針の変更を反映した当期首残
高

119 119 15,216

当期変動額    

新株の発行   4,200

剰余金の配当   △435

当期純利益   2,394

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   643

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

195 195 195

当期変動額合計 195 195 6,998

当期末残高 315 315 22,214
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 5,470 7,488 4,168 11,656 4,771 4,771 △0 21,899

会計方針の変更による累積的影響
額

    16 16  16

会計方針の変更を反映した当期首残
高

5,470 7,488 4,168 11,656 4,788 4,788 △0 21,915

当期変動額         

新株の発行        －

剰余金の配当     △448 △448  △448

当期純利益     2,264 2,264  2,264

自己株式の取得        －

自己株式の処分        －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 1,815 1,815 － 1,815

当期末残高 5,470 7,488 4,168 11,656 6,604 6,604 △0 23,731

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

当期首残高 315 315 22,214

会計方針の変更による累積的影響
額

  16

会計方針の変更を反映した当期首残
高

315 315 22,231

当期変動額    

新株の発行   －

剰余金の配当   △448

当期純利益   2,264

自己株式の取得   －

自己株式の処分   －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

274 274 274

当期変動額合計 274 274 2,090

当期末残高 589 589 24,321
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）製品、商品及び原材料

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3）貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約において残価保証の取決めがある場合は当該残価保証

額）とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等の特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

(5）工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

 

EDINET提出書類

ジャパンパイル株式会社(E01222)

有価証券報告書

76/88



６．収益及び費用の計上方法

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは杭施工本数比例法）

ロ　その他の工事

　工事完成基準

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度

の費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事

業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しており

ます。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が25百万円減少し、繰越利益剰余金が16百万円増加しておりま

す。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ０百万円減少しております。

　なお、当事業年度の１株当たり純資産額は0.47円増加し、１株当たり当期純利益金額は0.02円減少しておりま

す。

 

EDINET提出書類

ジャパンパイル株式会社(E01222)

有価証券報告書

77/88



（損益計算書関係）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

完成工事原価への振替高 17,101百万円 16,835百万円

その他 181 132

計 17,282 16,967

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

機械及び装置 14百万円 3百万円

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 0 10

計 14 13

 

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 4百万円 －百万円

工具、器具及び備品 0 －

土地 0 －

その他 8 －

計 13 －

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 1百万円 2百万円

構築物 0 0

機械及び装置 18 4

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 1

ソフトウエア 0 0

その他 20 9

計 42 18

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式2,468百万円、前事業年度の貸借対照

表計上額は子会社株式1,861百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 64百万円 55百万円

賞与引当金 146  101

たな卸資産 22  36

その他 59  56

計 294  249

繰延税金資産（固定）    

退職給付引当金 129  127

役員退職慰労引当金 61  66

貸倒引当金 65  63

投資有価証券評価損 73  66

固定資産除却損 167  138

減損損失 36  32

長期未払金 122  99

評価差額 72  66

その他 34  42

評価性引当額 △578  △525

繰延税金負債との相殺額 △186  △177

計 －  －

繰延税金負債（固定）    

土地評価益 △774  △703

その他有価証券評価差額金 △130  △210

繰延税金資産との相殺額 186  177

計 △718  △736

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差

異が法定実効税率の

100分の５以下である

ため注記を省略してお

ります。

 35.6％

（調整）   

交際費等の損金不算入額  0.7

受取配当金等の益金不算入額  △0.8

のれん及び負ののれん当期償却額  △1.6

住民税均等割  1.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  1.1

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正  △2.2

試験研究費等の特別控除  △1.9

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  31.9

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成

28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は55百万円減少し、法人税等

調整額が34百万円、その他有価証券評価差額金が21百万円、それぞれ減少しております。
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（重要な後発事象）

１．当社（平成27年10月１日付で「アジアパイルホールディングス株式会社」に商号変更予定。）は、平成27年５月

22日開催の取締役会において、平成27年10月１日を効力発生日として持株会社体制に移行するため、法令に定める

関係官庁等の許認可等を得られることを条件として、当社が営む一切の事業（ただし、海外事業及びグループ全体

の運営に関連する事業を除く。）を分割し、当社の100％子会社であるジャパンパイル分割準備株式会社（平成27

年10月１日付で「ジャパンパイル株式会社」に商号変更予定。）に承継させることを決議し、平成27年５月22日付

で吸収分割契約を締結いたしました。

　なお、平成27年６月25日開催の当社第10期定時株主総会において関連議案の承認を受けました。また、詳細につ

いては、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載の通りであります。

 

２．当社は、ミャンマーの社会・経済発展に貢献することを目的としてコンクリートパイルの製造及び販売拠点とな

る合弁会社を設立し、平成27年６月３日付で資本金の払込みを実施いたしました。設立した子会社の概要は以下の

とおりであります。

商号　　　　：VJP Co., Ltd.

本店の所在地：ミャンマー　ティラワ経済特別区

代表者の氏名：Dr. Sone Han

事業の内容　：コンクリートパイルの製造、販売、施工

資本金の額　：6,250,000米ドル

出資比率　　：当社 55％、Phan Vu Investment Corporation 5％、Myanmar V-Pile Co., Ltd. 40％
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証
券

その他有
価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

ジェイエフイーホールディングス㈱ 135,000 358

太平洋セメント㈱ 612,000 224

㈱ダイヘン 350,000 206

新日本空調㈱ 189,800 186

㈱十六銀行 405,843 178

岡部㈱ 155,000 171

高周波熱錬㈱ 149,200 132

㈱横河ブリッジホールディングス 100,000 129

㈱石井鐵工所 570,000 124

㈱タクマ 85,000 80

㈱関西アーバン銀行 45,150 56

その他（38銘柄） 846,663 418

計 3,643,656 2,268

 

【債券】

投資有価証
券

その他有
価証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

Phan Vu Investment Corporation社債 558 558

計 558 558

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期
末残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 4,742 16 12 4,746 2,718 111 2,027

構築物 1,920 48 6 1,962 1,290 38 672

機械及び装置 12,152 132 115 12,169 10,959 323 1,210

車両運搬具 166 2 2 166 161 2 5

工具、器具及び備品 3,863 455 91 4,227 3,522 312 704

土地 4,289 4 － 4,293 － － 4,293

リース資産 2,819 444 144 3,119 1,553 360 1,566

建設仮勘定 3 2,034 179 1,858 － － 1,858

有形固定資産計 29,957 3,139 553 32,544 20,205 1,149 12,338

無形固定資産        

のれん 25 － － 25 23 5 2

借地権 171 － － 171 － － 171

ソフトウエア 326 8 2 332 250 58 82

その他 30 － 5 24 － 0 24

無形固定資産計 554 8 7 555 274 63 281

長期前払費用 90 0 16 74 58 0 16

（注）　建設仮勘定の当期増加額は、主に福岡新工場の建設1,929百万円によるものであります。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 241 11 11 8 232

賞与引当金 412 305 412 － 305

工事損失引当金 － 30 － － 30

役員退職慰労引当金 172 43 11 － 205

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額８百万円、債権の回収による減

少０百万円であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.japanpile.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第９期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月27日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月27日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第10期第１四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月13日関東財務局長に提出

（第10期第２四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月13日関東財務局長に提出

（第10期第３四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成26年７月３日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成27年２月10日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成27年５月22日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（吸収分割の決定）に基づく臨時報告書であります。

平成27年６月25日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

  平成27年６月25日

ジャパンパイル株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷上　和範　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　秀男　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジャパンパイル株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パンパイル株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成27年５月22日開催の取締役会において、平成27年10

月１日を効力発生日として持株会社体制に移行するため、会社を分割会社とする会社分割を行うことを決議し、平成27年

５月22日付でジャパンパイル分割準備株式会社と吸収分割契約を締結している。

　また、平成27年６月25日開催の第10期定時株主総会において関連議案が承認されている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジャパンパイル株式会社の平

成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、ジャパンパイル株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

  平成27年６月25日

ジャパンパイル株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷上　和範　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　秀男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジャパンパイル株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

パイル株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。
 
強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成27年５月22日開催の取締役会において、平成27年10

月１日を効力発生日として持株会社体制に移行するため、会社を分割会社とする会社分割を行うことを決議し、平成27年

５月22日付でジャパンパイル分割準備株式会社と吸収分割契約を締結している。

　また、平成27年６月25日開催の第10期定時株主総会において関連議案が承認されている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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